
社会保障について①
（参 考 資 料）

2019年10⽉9⽇

参考資料１



１．総論

２．年⾦

３．介護

４．⼦ども・⼦育て



2

38.4 

61.8 

82.3 

94.9 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

110

120

130

140

150

160

170

180

年金
医療
福祉その他

一人当たり社会保障給付費（右目盛）
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(平成22)

1990
（平成2)

1980
（昭和55)

1970
（昭和45)

1960
（昭和35)

1950
（昭和25)

（兆円） （万円）

2000
（平成12)

2017
(平成29)

47.4

78.4

105.4

120.2

2.5倍

1970 1980 1990 2000 2010 2017

国民所得額（兆円）Ａ 61.0 203.9 346.9 386.0 361.9 404.2 

給付費総額（兆円）Ｂ 3.52 24.9 47.4 78.4 105.4 120.2

一人当たり社会保障給付費（万円） 3.4 21.3 38.4 61.8 82.3 94.9

Ｂ／Ａ 5.77% 12.21% 13.67% 20.31% 29.11% 29.75%

社会保障給付費の推移

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「社会保障費用統計」。

2.5倍

2.5倍
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（出典）2018年までの⼈⼝については総務省「⼈⼝推計」に、2019年度以降の⼈⼝については国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所 「⽇本の将来推計⼈⼝（2017年推計）」（出⽣中位・死亡中位仮定）（2017年4⽉公表）によ

０〜19歳

20〜64歳

75歳〜

65〜74歳

1,632万⼈
（12.8％）

1,755万⼈
（13.8％）

7,123万⼈
（56.0％）

2,200万⼈
（17.3％）

（万⼈）

65歳以上人口のピーク
（2042年：3,935万人[36.1％]）

75歳以上人口のピーク
（2054年：2,449万人[24.9％]）

1,629万⼈
（14.7％）

5,543万⼈
（50.0％）

2,239万⼈
（20.2％）

1,681万⼈
（15.2％）

2,180万⼈
（17.8％）

1,497万⼈
（12.2％）

6,635万⼈
（54.1％）

1,943万⼈
（15.9％）

▲488万⼈ ▲1,092万⼈

▲257万⼈ ▲314万⼈

▲257万⼈

+548万⼈

+59万⼈

+184万⼈

（カッコ書きの計数は構成⽐）

将来推計⼈⼝ （平成29年推計︓出⽣中位・死亡中位仮定）
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年齢階級別１⼈当たり国⺠医療費
（2016年）

年齢階級別１⼈当たり介護費
（2016年）

（出所） 厚生労働省「国民医療費の概況」、「介護給付費等実態調査」 等
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○ 75歳以上になると、医療・介護に係る１⼈当たり国庫負担額が急増する。このため、⾼齢化の進展に伴
い、仮に今後、年齢階級別の１⼈当たり医療・介護費が全く増加しないと仮定※しても、2025年にかけ
て、医療・介護に係る国庫負担は急増する⾒込み。国庫負担への依存を強めながら、医療費・介護費が
⼤幅に増加していくことになる。

※ 実際の医療・介護費の伸びを要因分解すると、⾼齢化のほか、⾼度化等による影響がある。

⾼齢化の進展が財政に与える影響

7.7万円

34.9万円

1.4万円

13.6万円

65-74歳 75歳以上
1,768万⼈

1,497万⼈

1,690万⼈

2,180万⼈

2016年

2025年

１⼈当たり医療費
に占める国庫負担

１⼈当たり介護費
に占める国庫負担

（出所） 総務省「⼈⼝推計」、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「将来推計⼈⼝（出⽣中位・死亡中位）」、厚⽣労働省「国⺠医療費の概況」、「介護給付費等実態調査」等

約５倍

約10倍

国庫負担増

⼈⼝

医療

介護

国庫負担増

国庫負担減

国庫負担減

▲271万⼈

＋490万⼈
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9.3%

11.6%

8.5%

10.5%

6.0%

7.0%

8.0%

9.0%

10.0%

11.0%

12.0%

13.0%

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

医療・介護に係る保険料負担について

（注１）医療費は、国⺠医療費の実績⾒込み値。
（注２）介護費は、介護サービス費⽤、介護予防サービス費⽤及び特定⼊所者介護サービス保険給付額それぞれの実績値の合計。
（注３）雇⽤者報酬は、内閣府「国⺠経済計算」における雇⽤者報酬の計数。
（出所）厚⽣労働省「国⺠医療費」「介護給付費実態調査」、内閣府「国⺠経済計算」ほか

協会けんぽと健保組合の保険料率
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協会けんぽ（平均）

健保組合（平均）

医療費・介護費

雇⽤者報酬

○ 今後とも⾼齢化により医療費・介護費の伸びは増加が⾒込まれるのに対し、雇⽤者の総報
酬は、⽣産年齢⼈⼝の減少に伴い⼤幅な増加は⾒込めない。したがって、仮に医療費・介護費
の伸びを放置すれば、今後も保険料負担の増加は免れず、雇⽤者の実質賃⾦の伸びは抑制され
ることになる。
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○ 75歳以上になると他の世代に⽐べ、１⼈当たり医療費や要⽀援・要介護認定率は⼤幅に上昇。2025
年、2040年にかけて、医療・介護費⽤は⼤きく増加していくことになる。この期間、20〜64歳の現役世代
が⼤幅に減少することにも留意が必要。

将来の社会保障給付の⾒通し

56.7兆円
（10.1％）

59.9兆円
（9.3％）

73.2兆円
（9.3％）

39.2兆円
（7.0％）

47.4〜47.8兆円
（7.3〜7.4％）

66.7〜68.5兆円
（8.4〜8.7％）10.7兆…

15.3兆円（2.4％）

25.8兆円（3.3％）

14.6兆…

17.7兆円（2.7％）

22.5兆円（2.9％）

2018 2025 2040
ＧＤＰ
1.22倍

年⾦
1.1倍

医療
1.2倍

介護
1.4倍

ＧＤＰ 564.3兆円

ＧＤＰ
1.14倍

121.3兆円
（21.5％）

140.2〜140.6兆円
（21.7〜21.8％）

介護
1.7倍

医療
1.4倍

年⾦
1.2倍

188.2〜190.0兆円
（23.8〜24.0％）

ＧＤＰ 645.6兆円 ＧＤＰ 790.6兆円
（出典）内閣官房・内閣府・財務省・厚⽣労働省「2040年を⾒据えた社会保障の将来⾒通し」（計画ベース・経済ベースラインケース）（2018年5⽉公表）

その他
介護

医療

年⾦



（注１）社会保障制度改⾰推進法では、「国⺠が広く受益する社会保障に係る費⽤をあらゆる世代が広く公平に分かち合う観点等から、社会保障給付に要する費⽤に
係る国及び地⽅公共団体の負担の主要な財源には、消費税及び地⽅消費税の収⼊を充てるもの」とされている（社会保障制度改⾰推進法第２条第１項４号）。

（注２）上図の社会保障４経費のほか、「社会保障４経費に則った範囲」の地⽅単独事業がある。
（注３）引上げ分の地⽅消費税については、地⽅税法において、社会保障施策に要する経費に充てるとされている。また、引上げ分の地⽅消費税と消費税に係る交付税

法定率分の総額を、地⽅単独事業を含む地⽅の社会保障給付費の総額と⽐較し、社会保障財源となっていることを毎年度確認することとされている。
（注４）税収については、軽減税率制度による減収分を考慮していない。
（注５）幼児教育・保育の無償化に係る初年度の経費を全額国庫負担とすることに伴う⼦ども・⼦育て⽀援臨時給付⾦（仮称）2,349億円を除く。 8

今般の社会保障・税⼀体改⾰の⽬的（2019年度予算ベース）

36.1兆円

消費税引上げに伴う増
0.47兆円

年⾦国庫負担1/2等
3.3兆円

社会保障の充実等（注５）
2.17兆円

4.4兆円
（後代への負担のつけ回しの軽減）

0.47兆円
2.17兆円

3.3兆円

10.

3
兆
円

消
費
税
率
５
％
引
上
げ
分消費税収4％分

(国・地⽅）
（現⾏の地⽅
消費税除く）
11.5兆円

全
て
社
会
保
障
財
源
化

社会保障４経費
（国・地⽅）
42.0兆円

 保育の受け⽫整備
 国⺠健康保険の財政基盤強化
 年⾦受給資格期間の短縮（25年→10年）
 介護保険の1号保険料の低所得者軽減強化
 年⾦⽣活者⽀援給付⾦の⽀給

幼児教育の無償化
 保育⼠・介護職員の処遇改善

等

社会保障の充実等により実施している施策

差額
20.2兆円
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今後の社会保障関係費の歳出⽔準の考え⽅

⾼齢化による増加分

⾃然増（5,300億円）

⼈⼝構造の
変化に伴う変動分

年⾦スライド分 実績に応じて⽀払い

当該年度における⾼齢者数の
伸びの⾒込みを踏まえた増加分

※予算編成過程を通じて精査

「経済財政運営と改⾰の基本⽅針2018（⾻太2018）」（抄）（2018年6⽉15⽇閣議決定）

社会保障関係費については、再⽣計画において、2020年度に向けてその実質的な増加を⾼齢化による増加分に相当
する伸びにおさめることを⽬指す⽅針とされていること、経済・物価動向等を踏まえ、2019年度以降、その⽅針を
2021年度まで継続する（注）。

消費税率引上げとあわせ⾏う増（これまで定められていた社会保障の充実、「新しい経済政策パッケージ」 で⽰さ
れた「教育負担の軽減・⼦育て層⽀援・介護⼈材の確保」及び社会保障４経費に係る公経済負担）については、別途
考慮する。

なお、2022年度以降については、団塊世代が75歳に⼊り始め、社会保障関係費が急増することを踏まえ、こうし
た⾼齢化要因を反映するとともに、⼈⼝減少要因、経済・物価動向、社会保障を取り巻く状況等を総合的に勘案して
検討する。

（注）⾼齢化による増加分は⼈⼝構造の変化に伴う変動分及び年⾦スライド分からなることとされており、⼈⼝構造の変化に伴う変動分
については当該年度における⾼齢者数の伸びの⾒込みを踏まえた増加分、年⾦スライド分については実績をそれぞれ反映することとす
る。これにより、これまで３年間と同様の歳出改⾰努⼒を継続する。

消費税率引上げと
あわせ⾏う増 制度改⾰・効率化
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年⾦の財源の内訳

＜財源内訳＞
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（％）

保険料

積立金から得られる財源

国庫負担

2020年度 2065年度 2115年度

＜年度別の財源の構成割合＞
積⽴⾦の活⽤が必要な期間

財政検証で想定している概ね100年間を平均すれば、給付の約９割が保険料と国庫負担で賄われる。

約９％

概ね100年間にわたる財源の内訳を運⽤利回りで現在（2019
年）の価格に換算したもの（ 2019年財政検証ケースⅢ）
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賦課方式 積立方式

考え方
年金給付に必要な費用をその時々の現役
加入者からの保険料で賄う方式

将来の年金給付に必要な原資をあらかじ
め積み立てていく方式

保険料

保険料は基本的に年金受給者と現役加入
者の比率により決まるため、人口構成の変
動の影響を受けやすい（金利変動の影響
は受けにくい）

保険料は基本的に積立金の運用益により
決まるため、金利変動の影響を受けやすい

経済変動
への対応

想定を超えたインフレ、賃金上昇があった
場合には、その時点での現役加入者の保
険料の負担により実質的に価値のある年
金を支給

想定を超えたインフレ、賃金上昇があった
場合には、終身にわたって年金を支給でき
なくなる可能性が生じたり、実質的に価値
のある年金を支給することが困難になる

加入者の
保険料の

使途
その時々の高齢世代の年金給付費 自らの世代の将来の年金給付費

賦課方式を積立方式に切り替える場合には、切替時の現役世代が自らの将来の年金の積立に加えて、別
途の形でそのときの受給世代等の年金を重ねて負担しなければならなくなるという「二重の負担の問
題」が生じ、これにどう対応していくかが問題となる。

（注１）

先進欧米諸国においても、現在は、賦課方式を基本とした財政運営を行っている。（注２）

賦課方式と積立方式について



≪賦課⽅式≫ ≪積⽴⽅式≫

⾼齢者世代

現役世代

保
険
料

⾼齢期保険料

現役世代が納めた
保険料がその時々の
⾼齢者の年⾦給付に
充てられる

世代間の⽀え合いは
なし

⾃分が将来受け取
る年⾦について、予
め保険料を積⽴て

モデルとしての賦課方式と積立方式

賦課方式を積立方式に切り替える際の「二重の負担」

○ 賦課⽅式から積⽴⽅式に切り替える時点の現役世代は、①⾃分の将来の年⾦を積み⽴てるだけでな
く、②そのときの受給者のための年⾦給付に必要な費⽤を重ねて負担しなければならない。

（賦課⽅式の世代）

（切替え時の世代）

現役世代が納めた
保険料がその時々の
⾼齢者の年⾦給付に
充てられる

保
険
料

保険料

⾃分が将来受け取る年⾦につ
いて、予め保険料を積⽴て

第２世代（切替え時の現役世代）
は 両⽅の負担を強いられる

「二重の負担」

⾼齢者世代

現役世代

⾼齢者世代

現役世代 ⾼齢期
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積立方式・賦課方式と少子高齢化等の影響

○ ⽣産物（商品やサービス）は積み⽴てられないため、①〜④のどの分配⼿段でも、その時々に現役世代が
⽣み出した付加価値を、現役世代と⾼齢者で分かち合う構造には変わりがない。

年金受給者

の取り分

現役世代の

取り分

◆ 高齢者への生産物の分配手段

① 私的扶養
② 私保険・貯蓄
③ 積立方式の公的年金
④ 賦課方式の公的年金

○ 積⽴⽅式であっても、現役世代の⼈⼝減少の結果、その時々の⽣み出す付加価値が減少するならば、利⼦や
配当等の資本収益も減少し、⾼齢者に配分されることとなる年⾦の⽔準も低下することになる。

過去の積立分（請求権）
積立金

【現役】 【政府】 【高齢者】年金の支給

保険料の支払い（積立）

生産活動の果実
（積立金を投資した債券や

株式の利子や配当等）



賦課方式と「世代間の公平」

資料︓平成26年財政検証結果レポート



社会保障制度改⾰国⺠会議報告書（抄）（平成25年８⽉６⽇）

【長期的な持続可能性を強固にし、セーフティネット機能（防貧機能）を強化する改革に向けて】

(1) マクロ経済スライドの見直し
(2) 短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大
(3) 高齢期の就労と年金受給の在り方
(4) 高所得者の年金給付の見直し

○ 2012（平成24）年の社会保障・税一体改革により年金関連四法が成立した。これにより、基礎年金の国庫負担割合2 分の1 の
恒久化や年金特例水準の解消が行われ、2004（平成16）年改革によって導入された長期的な給付と負担を均衡させるための
年金財政フレームが完成をみた。

○ 年金関連四法による到達点を踏まえると、「長期的な持続可能性をより強固なものとする」、「社会経済状況の変化に対応し
たセーフティネット機能を強化する」という2つの要請から検討すべき課題と整理できる。

【社会保障・税一体改革までの道のりと到達点、残された課題】

○ 少なくとも5年に1度実施することとされている年金制度の財政検証については、来年実施されることとなっているが、一体改革
関連で行われた制度改正の影響を適切に反映することはもちろん、単に財政の現況と見通しを示すだけでなく、（中略）課題の
検討に資するような検証作業を行い、その結果を踏まえて遅滞なくその後の制度改正につなげていくべきである。

（参考）社会保障制度改革プログラム法（平成25年12月13日公布）に掲げられた検討課題
（公的年金制度）

第六条 （略）
２ 政府は、公的年金制度を長期的に持続可能な制度とする取組を更に進め、社会経済情勢の変化に対応した

保障機能を強化し、並びに世代間及び世代内の公平性を確保する観点から、公的年金制度及びこれに関連す
る制度について、次に掲げる事項その他必要な事項について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を
講ずるものとする。

一 国民年金法 （昭和三十四年法律第百四十一号）及び厚生年金保険法 （昭和二十九年法律第百十五号）の
調整率に基づく年金の額の改定の仕組みの在り方

二 短時間労働者に対する厚生年金保険及び健康保険の適用範囲の拡大
三 高齢期における職業生活の多様性に応じ、一人一人の状況を踏まえた年金受給の在り方
四 高所得者の年金給付の在り方及び公的年金等控除を含めた年金課税の在り方の見直し
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① 保険料収入 ・・・ 賃金上昇に応じて増加

③ 積立金 ・・・ 運用収入に応じて増加

② 国庫負担 ・・・ 給付の増加（≒賃金上昇）に応じて増加

④ 年金給付 ・・・ 新規裁定年金の賃金スライドにより、おおむね賃金上昇に応じて増加
→ 既裁定年金は物価スライドであるが、年金給付の長期的な動向は賃金

上昇に応じて増加する。

③

積
立
金

①
保険料収入

②
国
庫
負
担

④ 年金給付

○ 賦課方式を基本とした公的年金は、人口構造の変化による影響を除くと、収入（財源）、支出（給付）ともに賃金
水準の変化に応じて変動することとなる。 この性質により、激しい経済変動に対しても一定の安定性を確保し、
その時々の賃金水準に応じた年金給付を可能としている。

○ したがって、収入、支出の中で賃金上昇に連動しない部分が年金財政に大きな影響を与える。

＜賃金上昇に連動しない部分＞
・運用収入のうち運用利回りと賃金上昇率の差 … 実質的な運用利回り（スプレッド）
・既裁定年金の物価スライド … 賃金上昇率と物価上昇率の差 （実質賃金上昇率）

経済変動が年⾦財政へ与える影響

長期的にはおおむ
ね、賃金上昇に連動

賃金上昇
に連動

給付に
連動

※人口構造の変化
による影響を除
く。
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改定
年度

H17
年度

18
年度

19
年度

20
年度

21
年度

22
年度

23
年度

24
年度

25
年度

26
年度

27
年度

28
年度

29
年度

30
年度

R元
年度

物価
変動率

０．０％ ▲０．３％ ０．３％ ０．０％ １．４％ ▲１．４％ ▲０．７％ ▲０．３％ ０．０％ ０．４％ ２．７％ ０．８％ ▲０．１％ ０．５％ １．０％

賃金
変動率

０．３％ ▲０．４％ ０．０％ ▲０．４％ ０．９％ ▲２．６％ ▲２．２％ ▲１．６％ ▲０．６％ ０．３％ ２．３％ ▲０．２％ ▲１．１％ ▲０．４％ ０．６％

年金額
改定率

０．０％ ▲０．３％ ０．０％ ０．０％ ０．０％ ０．０％ ▲０．４％ ▲０．３％ ０．０％
（▲１．０％）

▲０．７％ ０．９％ ０．０％ ▲０．１％ ０．０％ ０．１％

※ 平成17年度、18年度の基礎年金の「実質手取り賃金変動率」は、16年改正法附則11条に基づき0.0％とされていることから、賃金改定率は17年度0.0％、18年度▲0.3％となる。
※ 物価改定率と賃金改定率を比較して高い方を網掛けにしている。
※ 平成25年度は、特例水準解消のため、10月に▲1.0％の改定が行われた。

※ ※

※

賃⾦変動率と物価変動率の推移
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所
得
代
替
率

時間

： 早く発動したと
きの給付水準

：遅く発動したと
きの水準

Ａ Ｂ Ｃ Ｅ Ｆ
当初の調整

発動見込み時期

Ｄ

【Ａ～Ｄの期間】：現在の受給者
・ 早く発動・・・給付水準 低
・ 遅く発動・・・給付水準 高

【Ｄ～の期間】：将来の受給者（現在の現役世代や将来世代）

・ 早く発動・・・給付水準 高

・ 遅く発動・・・給付水準 低

調整期間の違い

＝

Ａ～Ｄまで期間での
給付調整分

Ｄ～Ｆまでの期間での
給付調整分

①

②

① ②

今後の調整
発動見込み時期

早い方の
調整期間終了

遅い方の
調整期間終了

財政均衡
期間終了

＜所得代替率の上昇によるマクロ経済スライドの調整期間の長期化のイメージ＞

○ マクロ経済スライドの仕組みについては、発動のタイミングが早ければ、早くからマクロ経済スライドにより
給付調整が行われるため、マクロ経済スライドの調整期間は早く終わる。

○ 結果として、現在の受給者の給付水準は低くなり、将来の受給者の給付水準は高くなる。逆に言えば、
マクロ経済スライドの発動が遅ければ、現在の受給者の給付水準は高く、将来の受給者は低くなる。

○ 実質賃金低下は、マクロ経済スライドの調整開始時点の所得代替率の上昇をもたらし、平成16年や平成
21年の財政検証（財政再計算）時の想定に比べ、調整期間が長期化することとなった。

所得代替率の上昇がマクロ経済スライドに与えた影響

実質賃金低下による
所得代替率の上昇

（注） これまでマクロ経済スライドが発動したのは、平成27年度と令和元年度。
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賃⾦・物価スライドの⾒直し（平成２８年年⾦改⾰法）

20

年金の支え手である現役世代の負担能力に応じた給付とする観点から、賃金変動が物価変
動を下回る場合に、賃金変動に合わせて改定する考え方を徹底。

物価＞０＞賃金
現在は、０スライド。

０＞物価＞賃金
現在は、物価スライド。 2021年度からは賃金に合わせて改定。

（ も年金額改定に反映。）



21

賃⾦・物価スライドの⾒直しによる将来給付⽔準への影響



マクロ経済スライドのキャリーオーバーの導⼊（平成２８年年⾦改⾰法）

22

（2018年4月施行）

所
得
代
替
率

見直し後

見直し前

＝

Ａ～Ｂまで期間での
給付調整分

Ｂ～Ｃまでの期間での
給付調整分

②

Ａ B C

将来世代の給付水
準の上昇

財政均衡
期間終了

①

②

調整期間の短縮

①

賃金（物価）上昇率

マクロ経済スライド調整率

斜線部がマクロ経済スライドが発動しない部分

景気変動の
状況

マクロ経済ス
ライドの未調
整分が発生

未調整分を物
価・賃金上昇の
範囲内で解消

未調整分を全て解消
した後は改正前と同
様の調整率となる



改定年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度

年金額改定率の実績

(A)

物価変動率
※ 前年のCPI上昇率

０．４％ ２．７％ ０．８％ ▲０．１％ ０．５％ １．０％

賃金変動率
※ 2～4年前の賃金上昇率等を

基に計算

０．３％ ２．３％ ▲０．２％ ▲１．１％ ▲０．４％ ０．６％

(B)
実際に発動したマクロ
経済スライド調整率

－ ▲０．９％ － － －
▲０．２％

＋
▲０．３％

被保険者の変化率×

平均余命の伸びを勘案した

一定率（▲０．３％）
▲１．０％ ▲０．９％ ▲０．７％ ▲０．５％ ▲０．３％ ▲０．２％

(C) 特例水準の解消 ▲１．０％ ▲０．５％ － － －

年金額改定率 (A-B-C) ▲０．７％ ０．９％ ０．０％ ▲０．１％ ０．０％ ０．１％

※１ 特例水準の解消のため、平成26年度は▲１．０％、平成27年度は▲０．５％の改定が行われている。このため、平成26年度はマクロ経済スライドが
発動していない。

※２ Aの値は、物価、賃金の状況に応じて の値（ただし、物価変動率がプラスで、賃金変動率がマイナスの平成28年度と平成30年度はゼロ）を使用
※３ 平成28年に成立した年金改革法により、平成30年度に発生したマクロ経済スライドの未調整分（▲０．３％）は翌年度以降に繰り越されること

（キャリーオーバー）となったが、令和元年度に解消された。

近年の年⾦額の改定状況

（※３）

（※１）

・ マクロ経済スライドの発動は平成27年度及び令和元年度となっている。
・ なお、近年では被保険者数の減少が緩やかとなっており、マクロ経済スライド調整に用いる被保険者数の変化率は財政検

証の見込みよりも小さくなっている。

（※２）

0.0％ 0.0％

▲０．３％
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0.9％

0.0％

H10
年度

H11
年度

H12
年度

H13
年度

H14
年度

H15
年度

年⾦額改定の推移

（注） 平成26年度までは、過去、物価下落時に年⾦額を据え置いた（物価スライド特例措置）経緯から、特例的に本来よりも⾼い⾦額（特例⽔準）が⽀払われていたが、
平成27年度に特例⽔準が解消。（H25.10.▲1.0％、H26.4.▲1.0％、H27.4.▲0.5％）

なお、特例⽔準の年⾦額は、物価が上昇しても据え置く⼀⽅、物価が直近の年⾦額改定の基となる⽔準を下回った場合に、その分だけ引き下げるというルール。

（本来⽔準）

平成17年以降の物価変動
0.6％

▲0.3％

▲0.7％

▲0.7％

▲0.9％

▲0.9％

▲0.3％

▲0.3％

0.3％

1.4％ ▲1.4％

▲0.7％

▲0.3％

▲0.3％

▲1.0％

▲0.7％

▲0.5 ％

0.9％

▲1.4％▲0.3％

▲0.7％

H16
年度

H17
年度

H18
年度

H19
年度

H20
年度

H21
年度

▲0.3％

▲1.7％

物価スライド特例措置

▲0.8％
▲0.4％（物価スライド特例⽔準）

▲1.5％

▲2.5％

0.3％

1.4％

実際に⽀給されて
いた年⾦の⽔準

平成16年改正後の法律が
規定する本来の年⾦⽔準

平成17年に物価が下落し、
平成18年度の年⾦額を引下げ
→これ以降、平成23年度に

年⾦額を引き下げるまで、
基準は平成17年の物価

▲1.7％

▲0.1％

H22
年度

H23
年度

H24
年度

H25年
4⽉ 10⽉

H26
年度

H27
年度

H28
年度

H29
年度

H30
年度

H31
年度

特例⽔準解消

▲0.5％

0.1％
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[参考試算－①] 2016（平成28年）年年金改革法で成立した
年金額改定ルールの見直し（賃金変動に合わせて改定する考え方を徹底）による効果

25注１：人口の前提は、中位推計（出生中位、死亡中位）
注２：経済変動は、調整終了後に所得代替率が変化しないよう2023年度～2052年度の30年間（周期3回）生じるものとしている。

注３：いずれのケースも2016年年金改革法におけるマクロ経済スライドのキャリーオーバーの仕組みは織り込んで試算している。
※新規裁定者の基礎年金額について、「現行の仕組み」／「賃金・物価スライドの見直しを行わなかった場合」で算出した比率は、賃金・物価スライドの見直しの効果が発生したその後、ケースⅢは、 大▲1.2%、平均▲0.7%(14年間)

低下し、調整終了後は0.5%上昇（66年間）、ケースⅣは 大▲4.6%、平均▲3.1%(32年間)低下し、調整終了後は4.6%上昇（59年間）、ケースⅤは 大▲5.9%、平均▲3.8%(35年間)低下し、調整終了後は8.8%上昇（56年間）する。

50.4％ （2050）

比例：24.4％ （2025）
基礎：25.9％ （2050）

50.6％ （2050）

比例：24.5％ （2025）
基礎：26.1％ （2050）

42.5％ （2067）

比例：21.9％ （2034）
基礎：20.6％ （2067）

45.3％ （2056）
比例：22.7％ （2032）
基礎：22.6％ （2056）

給付水準調整終了後の標準的
な厚生年金の所得代替率 給付水準調整の終了年度

51.7％ （2046）

比例：25.2％ （2021）
基礎：26.6％ （2046）

ケースⅤ
（経済変動あり）

ケースⅢ
（経済変動あり）

ケースⅠ
（経済変動あり）

51.7％ （2046）

比例：25.2％ （2021）
基礎：26.6％ （2046）

〇 2019年財政検証の経済前提を基礎とし、物価・賃金に景気の波（10年周期、物価上昇率±1.1%、名目賃金上昇率±2.9%）に
よる変動を加えて経済変動を設定

上記の経済前提において、年金額改定ルールの見直し（賃金変動に合わせて改定する考え方を徹底）「以下、賃金・物価スラ
イドの見直し」による効果を試算。

賃金・物価スライドの見
直しを行わなかった場合

現行の仕組み

51.4％ （2048）
比例：24.9％ （2023）
基礎：26.5％ （2048）

ケースⅡ
（経済変動あり）

51.4％ （2048）
比例：24.9％ （2023）
基礎：26.5％ （2048）

44.8％ （2061）

比例：22.6％ （2032）
基礎：22.2％ （2061）

46.4％ （2053）

比例：23.2％ （2031）
基礎：23.3％ （2053）

ケースⅣ
（経済変動あり）

ケースⅥ
（経済変動あり）

仮に、機械的に給付水準調整を続け
ると、国民年金は2050年度に積立金
がなくなり完全な賦課方式に移行

仮に、機械的に給付水準調整を続け
ると、国民年金は2056年度に積立金
がなくなり完全な賦課方式に移行

改正の効果

＋0.3％

＋1.7％

＋2.8％

ー

※ 経済変動があっても賃金変動率が名目でマ
イナスとなることがないためこの賃金・物価ス
ライド見直しが適用されるケースがない。

ー

ー

社会保障審議会年金部会資料
（ 令和元年8月27日）



改正の効果

＋0.4％

＋0.5％

＋0.6％

＋3.5％

ー

[参考試算－②] 2016（平成28）年年金改革法で成立した
年金額改定ルールの見直し（キャリーオーバー）による効果

26

（参考）マクロ経済スライドに
よる調整がフルに発動され
る仕組みの場合

〇 2019年財政検証の経済前提を基礎とし、物価・賃金に景気の波（10年周期、物価上昇率±1.1%、名目賃金上昇率±2.9%）に
よる変動を加えて経済変動を設定

上記の経済前提において、年金額改定ルールの見直し（キャリーオーバー）による効果を試算。
※試算の便宜上、2020年度からマクロ経済スライドの見直しを実施した場合として試算。

注１：人口の前提は、中位推計（出生中位、死亡中位）
注２：経済変動は、物価・賃金に景気の波（10年周期、物価上昇率±1.1%、名目賃金上昇率±2.9%）による変動を加えて設定。

また、調整終了後に所得代替率が変化しないよう2023年度～2052年度の30年間（周期3回）生じるものとしている。
注３：いずれのケースも2016年年金改革法における賃金・物価スライド見直しは織り込んで試算している。

50.0％ （2056）

比例：24.5％ （2025）
基礎：25.4％ （2056）

給付水準調整終了後の標準的
な厚生年金の所得代替率 給付水準調整の終了年度

ケースⅤ
（経済変動あり）

ケースⅢ
（経済変動あり）

ケースⅠ
（経済変動あり）

51.4％ （2049）

比例：25.2％ （2021）
基礎：26.2％ （2049）

ケースⅡ
（経済変動あり）

50.8％ （2052）
比例：24.9％ （2023）
基礎：25.9％ （2052）

43.0％ （2077）

比例：23.2％ （2034）
基礎：19.8％ （2077）

ケースⅣ
（経済変動あり）

ケースⅥ
（経済変動あり）

仮に、機械的に給付水準調整を続け
ると、国民年金は2052年度に積立金
がなくなり完全な賦課方式に移行

仮に、機械的に給付水準調整を続け
ると、国民年金は2068年度に積立金
がなくなり完全な賦課方式に移行

51.5％ （2045）

比例：24.6％ （2025）
基礎：27.0％ （2045）

48.1％ （2048）
比例：23.0％ （2031）
基礎：25.2％ （2048）

51.9％ （2045）
比例：25.2％ （2021）
基礎：26.8％ （2045）

51.7％ （2045）
比例：24.9％ （2023）
基礎：26.8％ （2045）

48.5％ （2048）

比例：23.4％ （2029）
基礎：25.1％ （2048）

41.8％ （2061）

比例：20.7％ （2037）
基礎：21.1％ （2061）

現行の仕組み
マクロ経済スライドのキャ
リーオーバーの仕組みを

行わなかった場合

マクロ経済スライド調
整により収支が均衡

50.6％ （2050）

比例：24.5％ （2025）
基礎：26.1％ （2050）

45.3％ （2056）
比例：22.7％ （2032）
基礎：22.6％ （2056）

51.7％ （2046）

比例：25.2％ （2021）
基礎：26.6％ （2046）

51.4％ （2048）
比例：24.9％ （2023）
基礎：26.5％ （2048）

46.4％ （2053）

比例：23.2％ （2031）
基礎：23.3％ （2053）

仮に、機械的に給付水準調整を続け
ると、国民年金は2056年度に積立金
がなくなり完全な賦課方式に移行

社会保障審議会年金部会資料
（ 令和元年8月27日）



※2019年度財政検証オプション試算（ケースⅢ）
賃⾦上昇率により2019年度の価格に換算したもの。

負担

給付

基礎年⾦所得代替率の変化
（マクロ経済スライド終了時）

※2019年財政検証オプション試算（ケースⅢ）

○ 国⺠年⾦の保険料拠出期間は、1961年（昭和36年）の制度発⾜時より、20歳〜60歳の40年間とされているが、平
均余命は伸⻑し、60歳以上の就業率も上昇している。

○ 2019年財政検証においては、国⺠年⾦の保険料拠出期間を65歳までの45年間に延⻑し、これを年⾦額に反映する制
度改正（国庫負担は現⾏制度と同じ２分の１）を仮定した場合のオプション試算を実施。

○ こうした制度改正により、所得代替率は⼤幅に上昇するが、これに伴い、国庫負担も⼤きく増加するとの試算結果。
➡ 国庫負担は、制度改正後から徐々に増加し、将来的には年間1.2兆円（2019年度価格）の増となる。

保険料拠出期間の延⻑

○ 国⺠年⾦の保険料拠出期間の延⻑は、給付⽔準向上の効果はあるが、現⾏制度を前提とすれば、⼤幅な国庫負担増を
伴うものであり、これに⾒合う財源を確保せずに制度改正を⾏うことは、将来世代への過重な付け回しとなるため、問
題ではないか。

◆国民年金の保険料拠出期間の延長のイメージ（2019年財政検証オプション試算）

保険料拠出

＜45年拠出、65歳受給開始モデル＞

45年

20歳 60歳 65歳

新たな国庫負担

◆保険料拠出期間延長による将来の国庫負担増

保険料財源

国庫負担

年⾦給付

年度
基礎年⾦国庫負担

現⾏
(A)

45年間拠出
(B)

増加額
( B – A )

2019 12.3 12.3 －

2026 12.3 12.3 ＋0.0

2038 10.7 11.0 ＋0.3

2046 9.8 10.5 ＋0.7

2063 8.5 9.7 ＋1.2

2070 7.9 9.1 ＋1.2

2080 7.1 8.1 ＋1.0

2090 6.3 7.3 ＋1.0

2100 5.7 6.5 ＋0.8

2110 5.1 5.9 +0.8

2115 4.8 5.5 ＋0.7

（単位︓兆円）◆平均余命と就業率の推移

※60歳平均余命は2018年簡易⽣命表、就業率は2018年労働⼒調査年報

30.0%
（+3.8%）

26.2% ➡

60歳平均余命 就業率（男⼥）

男 ⼥ 55〜59歳 60〜64歳

基礎年⾦制度創設時（昭和61年） 19.70年 23.62年 67.4％ 51.1％

現 在 （※） 23.84年 29.04年 81.7％ 68.8％

拠出期間延⻑
による給付増

現⾏の
給付⽔準

27

40年 5年

上限延長開始

上限延長完了



⾼所得者の⽼齢基礎年⾦の⽀給停⽌（クローバック）

＜検討規定＞
○持続可能な社会保障制度の確⽴を図るための改⾰の推進に関する法律(2013年12⽉13⽇法律第112号)

第六条
２ 政府は、公的年⾦制度を⻑期的に持続可能な制度とする取組を更に進め、社会経済情勢の変化に対応した保障機能を強化し、並びに世代間及び世代内の公平性を確保する観点から、
公的年⾦制度及びこれに関連する制度について、次に掲げる事項その他必要な事項について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。
四 ⾼所得者の年⾦給付の在り⽅及び公的年⾦等控除を含めた年⾦課税の在り⽅の⾒直し

○ ⽼齢基礎年⾦は、⽼齢期における稼得能⼒の喪失に対応するためのものであり、その財源の1/2は国庫負担である。
○ ⾼所得者に係る基礎年⾦給付については、社会保障・税の⼀体改⾰において、世代間の公平性の観点等から、

その国庫負担相当分の⽀給を停⽌する制度が提案され、今後検討の上で、必要な措置を講ずるものとされている。
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１．総論

２．年⾦

３．介護

４．⼦ども・⼦育て



原則費⽤の９割分の
⽀払い（※）

第１号被保険者
・65歳以上（３,４８８万⼈）

第２号被保険者
・40歳〜64歳（４,１９５万⼈）

原則１割負担（※）

サービス利⽤
被保険者

市町村 （保険者）

１５７１保険者
うち市町村の広域連合・⼀部事務組合が

４０（２１０市町村が参加）

保険料

居住費・⾷費負担

請求

サービス事業者
○居宅サービス

・訪問介護
・通所介護 等

○地域密着型サービス
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護
・認知症対応型共同⽣活介護 等

○施設サービス
・⽼⼈福祉施設
・⽼⼈保健施設 等

要介護認定 国⺠健康保険団体連合会
を通じた請求・審査・⽀払

税⾦

国⺠

（注）第１号被保険者の数は、「平成２９年度介護保険事業状況報告年報」によるものであり、平成２９年度末現在の数である。
第２号被保険者の数は、社会保険診療報酬⽀払基⾦が介護給付費納付⾦額を確定するための医療保険者からの報告によるものであり、平成２９年度内の⽉平均値である。

（※）平成２７年８⽉以降、⼀定所得以上者については費⽤の８割分の⽀払い及び２割負担。平成３０年８⽉以降、特に所得の⾼い層については、３割負担。 30

介護保険制度の仕組み



施 設

在 宅 訪 問 系 サ ー ビ ス
・訪問介護 ・訪問看護 ・訪問⼊浴介護・居宅介護⽀援等

（例）ホームヘルパーが１時間、⾝体介護を⾏う場合
→ １時間︓3,950円

通 所 系 サ ー ビ ス
・通所介護 ・通所リハビリテーション等

（例）通所介護（デイサービス）で１⽇お預かりする場合
→ 要介護３の⽅︓9,020円

短 期 滞 在 系 サ ー ビ ス
・短期⼊所⽣活介護等

（例）短期⼊所⽣活介護（ショート）で１⽇お預かりする場合
→ 要介護３の⽅︓7,240円

居 住 系 サ ー ビ ス
・特定施設⼊居者⽣活介護 ・認知症共同⽣活介護等
（例）特定施設（有料⽼⼈ホーム等）に⼊所する場合

→ 要介護３の⽅︓１⽇当たり6,710円

⼊ 所 系 サ ー ビ ス
・介護⽼⼈福祉施設 ・介護⽼⼈保健施設 等

（例）介護⽼⼈福祉施設（特別養護⽼⼈ホーム）に⼊所する場合
→ 要介護３の⽅︓１⽇当たり7,780円
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介護保険サービスの体系



・保険給付

・介護給付

・予防給付

・市町村特別給付
（条例で定めて⾏うことができる市町村の独⾃給付、財源は1号保険料）

介護給付 予防給付
居宅介護サービス費 介護予防サービス費 介護保険のサービス費の⽀

給は、代理受領⽅式で現
物給付化されている地域密着型介護サービス費 地域密着型介護予防サー

ビス費
施設介護サービス費 －
居宅介護サービス計画費
（ケアマネ）

介護予防サービス計画費
（ケアマネ）

特定⼊所者介護サービス費
（補⾜給付）

特定⼊所者介護予防サービ
ス費（補⾜給付）

居宅介護福祉⽤具購⼊費 介護予防福祉⽤具購⼊費 左の給付は、償還払いが
原則
（⼀部の⾃治体で、福

祉⽤具購⼊費、住宅改修
費、施設の⾼額介護(予
防)サービス費は、受領委
任⽅式が⾏われている。）

居宅介護住宅改修費 介護予防住宅改修費

⾼額介護サービス費 ⾼額介護予防サービス費
⾼額医療合算介護サービス費 ⾼額医療合算介護予防

サービス費

・地域⽀援事業

・保健福祉事業
（市町村の独⾃事業、財源は1号保険料）

・介護予防・⽇常⽣活⽀援総合事業
・包括的⽀援事業
・任意事業

32

介護保険の保険給付等



第１号被保険者 第２号被保険者
対 象 者 65歳以上の者 40歳から64歳までの医療保険加⼊者

⼈数
3,488万⼈

（65〜74歳︓1,746万⼈ 75歳以上︓1,742万⼈）
※１万⼈未満の端数は四捨五⼊

4,195万⼈

受 給 要 件

・要介護状態
（寝たきり、認知症等で介護が
必要な状態）

・要⽀援状態
（⽇常⽣活に⽀援が必要な状態）

要介護、要⽀援状態が、末期がん・
関節リウマチ等の加齢に起因する
疾病（特定疾病）による場合に限定

要介護（要⽀援）
認定者数と被保険
者に占める割合

628万⼈（18.0％）
65〜74歳︓ 74万⼈（4.2％）
75歳以上︓ 555万⼈（31.9％）

13万⼈（0.3％）

保険料負担 市町村が徴収
（原則、年⾦から天引き）

医療保険者が医療保険の保険料と
⼀括徴収

○ 介護保険制度の被保険者は、①65歳以上の者（第１号被保険者）、②40〜64歳の医療保険加⼊者
（第２号被保険者）となっている。

○ 介護保険サービスは、65歳以上の者は原因を問わず要⽀援・要介護状態となったときに、40〜64歳の者は
末期がんや関節リウマチ等の⽼化による病気が原因で要⽀援・要介護状態になった場合に、受けることができる。

（注） 第１号被保険者及び要介護（要⽀援）認定者の数は、「平成２９年度介護保険事業状況報告年報」によるものであり、平成２９年度末現在の数である。
第２号被保険者の数は、社会保険診療報酬⽀払基⾦が介護給付費納付⾦額を確定するための医療保険者からの報告によるものであり、平成２９年度内の⽉平均値である。
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介護保険制度の被保険者（加⼊者）



第１号被保険者
（65歳以上）

3,488万⼈
（平成29年度末）

第２号被保険者
（40〜64歳）

4,195万⼈
（平成29年度）

普通徴収

特別徴収

約１割の者が対象

各年⾦保険者
年⾦機構
国共済
地共済
私学共済

市町村の
個別徴収

年⾦から
天引き

保険料

保険料 医療保険者
・健保組合
・国保 など

社会保険診療報酬
⽀払基⾦

⾼齢者の
保険料

（23％）

若年者の
保険料

（27％）

交付

公費
（50％）

国
（25％※）
都道府県

（12.5％※）
市町村

（12.5％）

介護納付⾦
（⼀括納付、全国でプ－ル）

※ 国の負担分のうち５％は調整交付⾦であり、75歳以上の⽅の数
や⾼齢者の⽅の所得の分布状況に応じて増減。

※ 施設等給付費（都道府県が指定権限を有する介護⽼⼈福祉施設、
介護⽼⼈保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院、特定施設
に係る給付費）は国20％、都道府県17.5％。

若年者の保険料に
ついては、医療保険
と同様に事業主負
担・国庫負担が
ある。

約９割の者が対象

（注） 第１号被保険者の数は、「平成２９年度介護保険事業状況報告年報」によるものであり、
平 成２９年度末現在の数である。

第２号被保険者の数は、社会保険診療報酬⽀払基⾦が介護給付費納付⾦額を確定するた
めの医療保険者からの報告によるものであり、平成２９年度内の⽉平均値である。 34

保険料徴収の仕組み

○ 介護保険の給付費の50％を65歳以上の⾼齢者（第１号被保険者）と40〜64歳（第２号被保険
者）の⼈⼝⽐で按分し、保険料をそれぞれ賦課。



︵※

１
︶

⽀
給
限
度
基
準
額
を
超
え
た
サ

ビ
ス
費
⽤

予 防 給 付 ・ 介 護 給 付

居
住
費
・
滞
在
費

⾷

費

⽇

常

⽣

活

費
︵※

３
︶

１割（２、３割）負担 （※２）

⾼額介護サービス費や⾼額医療合算介護サービス費による１割負担の軽減
特定⼊所者介護サービス費（補⾜給付）による居住費・滞在費、⾷費の軽減

※１ 在宅サービスについては、要介護度に応じた⽀給限度基準額（保険対象費⽤の上限）が設定されている。
※２ 居宅介護⽀援は全額が保険給付される。平成２７年８⽉以降、⼀定以上の所得者については２割負担。平成３０年８⽉

以降、特に所得の⾼い層については、３割負担。
※３ ⽇常⽣活費とは、サービスの⼀環で提供される⽇常⽣活上の便宜のうち、⽇常⽣活で通常必要となる費⽤。

（例︓理美容代、教養娯楽費⽤、預かり⾦の管理費⽤など） 35

保険給付の対象と利⽤者の⾃⼰負担



負
担
軽
減
の
対
象

と
な
る
低
所
得
者

基準費⽤額
（⽇額（⽉額））

負担限度額 （⽇額（⽉額））
第１段階 第２段階 第３段階

⾷費 1,392円 （4.2万円） 300円 （0.9万円） 390円 （1.2万円） 650円 （2.0万円）

居
住
費

多床室 特養等 855円 （2.6万円） 0円 （ 0万円） 370円 （1.1万円） 370円 （1.1万円）

⽼健・療養等 377円 （1.1万円） 0円 （ 0万円） 370円 （1.1万円） 370円 （1.1万円）

従来型
個室

特養等 1,171円 （3.6万円） 320円 （1.0万円） 420円 （1.3万円） 820円 （2.5万円）

⽼健・療養等 1,668円 （5.1万円） 490円 （1.5万円） 490円 （1.5万円） 1,310円 （4.0万円）

ユニット型個室的多床室 1,668円 （5.1万円） 490円 （1.5万円） 490円 （1.5万円） 1,310円 （4.0万円）

ユニット型個室 2,006円 （6.1万円） 820円 （2.5万円） 820円 （2.5万円） 1,310円 （4.0万円）

利⽤者負担段階 主な対象者

第1段階
・⽣活保護受給者
・世帯（世帯を分離している配偶者を含む。以下同じ。）全員が市

町村⺠税⾮課税である⽼齢福祉年⾦受給者
かつ、預貯⾦
等が単⾝で
1,000万円
（夫婦で
2,000万
円）以下

第2段階 ・世帯全員が市町村⺠税⾮課税であって、
年⾦収⼊⾦額＋合計所得⾦額が80万円以下

第3段階 ・世帯全員が市町村⺠税⾮課税であって、第２段階該当者以外

第4段階 ・世帯に課税者がいる者
・市町村⺠税本⼈課税者

基準費⽤額

負担限度額

補⾜給付

36

補⾜給付（低所得者の⾷費・居住費の負担軽減）の仕組み

○ ⾷費・居住費について、利⽤者負担第１〜第３段階の⽅を対象に、所得に応じた負担限度額を設定。

○ 標準的な費用の額（基準費用額）と負担限度額との差額を介護保険から特定入所者介護サービ
ス費として給付。



⽀給限度額

介護保険給付の対象（１割⾃⼰負担）
対象外

（全額⾃⼰負担）

＜要介護度別の⽀給限度額と平均的な利⽤率＞

⽀給限度額
（円） ⼈数

受給者１⼈当たり
平均費⽤額

（円）
⽀給限度額に

占める割合（％）
⽀給限度額を
超えている者

（⼈）

利⽤者に占める⽀
給限度額を超えてい
る者の割合（％）

要⽀援１ 50,320 242,658 13,358 26.7 950 0.4

要⽀援２ 105,310 399,279 22,049 21.1 547 0.1

要介護１ 167,650 949,638 74,184 44.4 16,437 1.7

要介護２ 197,050 848,991 103,980 53.0 30,454 3.6

要介護３ 270,480 488,411 156,289 58.0 14,205 2.9

要介護４ 309,380 324,417 190,492 61.8 12,465 3.8

要介護５ 362,170 202,770 236,498 65.6 9,843 4.9

合計 3,456,164 84,901 2.5

37

区分⽀給限度基準額

○ 在宅サービスについて、要介護度毎に区分支給限度基準額を設定。
→ 支給限度額を超えるサービスを受けた場合、超える分の費用は全額自己負担。

注１ ⽀給限度額は介護報酬の１単位を１０円として計算。
注２ ⽀給限度額は、本年10⽉に⾒直しを実施。平均的な利⽤率については、介護給付費等実態調査（平成30年４⽉審査分）を基に作成しており、⾒直し前の

⽀給限度額に基づくもの。



（出典︓介護保険事業状況報告）
（注１）陸前⾼⽥市、⼤槌町、⼥川町、桑折町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、⼤熊町、双葉町、浪江町は含まれていない。
（注２）楢葉町、富岡町、⼤熊町は含まれていない。 38

要介護認定者数の推移

○ 要介護（要支援）の認定者数は、平成３１年４月現在６５９万人で、この１９年間で約３倍に。
このうち軽度の認定者数の増が大きい。また、近年、増加のペースが再び拡大。

29.1 32 39.8 50.5 60.1 67.4
5.9

52.7 55.1 57.5 60.4 66.2 69.2 77.3 82.5 87.4 88.8 89 88 92.7
4.5

52.1 62.9 66.2 65.4 66.9 71.2 77.1 80.6 83.9 85.8 86.7 88.4 92.6

65.5

4 0.1 0

55.1 70.9 89.1
107

125.2 133.2 138.7 87.6 76.9 78.8 85.2 91 97
105.2 111.5 117.6 122.4 126.3 129.7 132.6

39.4
49

57.1
64.1

59.5 61.4 65.1 75.6 80.6 82.3 85.4 90.1 95.2
99.3 102.9 106.2 108.3 110.6 112.7 113.9

31.7
35.8

39.4
43.1

49.2
52.7

56 65.2 71.1 73.8 71.3 70
72.4

74.7
76.9

79.3 81.3 83.6 85.6 86.9

33.9
36.5

39.4
42.4

47.9
49.7

52.5 54.7 57.9 59 63 64.1
67

69.6
71.1

73 74.7 76.8 79.1 80.4

29
34.1

38.1
41.4

45.5
46.5

46.5 48.9 50 51.5 56.4
59.3

60.9
61.2

60.5
60.4 60.2 60.1 60.3 60.2

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

要支援 要支援１ 要支援２ 経過的 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

５８６（単位：万人）

2000→2019の比較

（注１）（注２）

２１８

２５８

３０３

３４９

３８７
４１１

４４１
４５５

４８７４６９

５０８
５３３

５６４

４３５

６０８
計

3.02
倍

要
介
護

５
2.08

倍

４
2.37

倍

３
2.74

倍

２
2.89

倍

１

3.78 
倍

経
過
的

要
介
護

要
支
援

２

１

６２２
６３３ ６４４ ６５９

（※）各年における４⽉末の計数。
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軽度者へのサービスの地域⽀援事業への移⾏等
◆ 総合事業へのサービス移⾏の推進等による費⽤の効率化（イメージ）

移⾏前と同様

基準を緩和した
サービス
【例】
・⼈員配置の緩和
・⾯積基準の緩和

住⺠・ボランティ
ア等による⽀援
【例】
公⺠館等での住⺠
主体の通いの場

介護事業者による
専⾨的なサービス

(国による基準)

介護事業者による
専⾨的なサービス

(国による基準)

多
様
化

介護事業者による
専⾨的なサービス

(国による基準)

介護事業者による
専⾨的なサービス

(国による基準)

◆ 総合事業への移⾏のイメージ
〜2014年度まで

移⾏後
2015年度〜

⾼

低

単
価

【財源構成（2019年度予算）】

(注)総合事業の財源については、事業移⾏前年度実績に市町村の
75歳以上⾼齢者の伸びを乗じた額を措置。

１号保
険料
23％

２号保
険料
27％

都道府県
12.5％

国
25％

市町村
12.5％

公費3,882億円
（国費1,941億円）

（厚⽣労働省作成資料）

都
道
府
県

⽀
援

複数の⾃治体の住⺠が共同して通いの場等を設定
C町

【都道府県の⽀援のイメージ】

A町 B村
共通の基準による緩和型サービス

事業者
事業者にとっても⾃治体に
よって、基準が異なること
による事務コストを軽減。

報酬については、地域における担い⼿の確保に関する⾒通しに配慮するとと
もに、利⽤者がそのニーズや状態、⾃⼰負担に応じて選択可能とする必要。

訪問型サービス（基準緩和型） 介護予防訪問介護相当（総合事業移⾏前）

単 位 訪問介護（有資格者） 250単位/回
訪問介護（研修修了者※）200単位/回
※ 武蔵野市認定ヘルパー

介護予防訪問介護費(I) 1,168単位/⽉
介護予防訪問介護費(II) 2,335単位/⽉
介護予防訪問介護費(III)  3,704単位/⽉

⼈員基準 管理者、訪問介護員等、サービス提供責任者 管理者、訪問介護員等、サービス提供責任者

対象者 ⽣活援助のみ必要な⾼齢者で右記以外 ⾝体介護や特別な対応が必要な⾼齢者

包括報酬から１回毎
にし、無駄を削減

◆ 総合事業の報酬の在り⽅】

〔参考例︓武蔵野市の訪問型サービス報酬〕

Ｄ市 Ｅ市

第６期計画期間中（2017年
４⽉まで）に、すべての市町村
で、総合事業を開始

2013ʼ

2015ʼ

2018ʼ
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１ 実施主体︓市町村（広域連合、⼀部事務組合を含む）
２ 事業内容︓⾃⽴⽀援・重度化防⽌等に向けた市町村の取組を⽀援

１ 実施主体︓都道府県
２ 事業内容︓⾃⽴⽀援・重度化防⽌等に向けた都道府県による市町

村⽀援のための事業を⽀援

概 要概 要
＜市町村分＞ 190億円 ＜都道府県分＞ 10億円

2019年度予算政府案 200億円（2018年度 200億円）

データに
基づく

地域課題
の分析

取組内容・
目標の計画へ
の記載

保険者機能の発揮・向上（取組内容）

・ リハビリ職等と連携して効果的に介護予防
・ 保険者が、ケアマネジメントを支援 等

適切な指標に
よる実績評価

・ 要介護状態
の維持・改善度

・ 「通いの場」の
参加率 等

インセンティブ
・ 結果の公表
・ 財政的インセン

ティブ付与

都道府県が研修等を通じて市町村を支援
国による
分析支援

☑介護予防の場にリハビリ専門職が関与する仕組みを設けているか
☑介護予防に資する住民主体の通いの場への65歳以上の方の参加者数

はどの程度か 等

☑ケアプラン点検をどの程度実施しているか
☑福祉用具や住宅改修の利用に際してリハビリ専門職等が関与する仕組み

を設けているか 等

①ＰＤＣＡサイクルの活⽤による保険者機能の強化

③多職種連携による地域ケア会議の活性化

④介護予防の推進

⑤介護給付適正化事業の推進

⑥要介護状態の維持・改善の度合い（アウトカム指標）
☑要介護認定者の要介護認定の変化率はどの程度か

②ケアマネジメントの質の向上
☑保険者として、ケアマネジメントに関する保険者の基本方針を、ケアマネ

ジャーに対して伝えているか 等

☑地域包括ケア「見える化」システムを活用して他の保険者と比較する
等、地域の介護保険事業の特徴を把握しているか 等

☑地域ケア会議において多職種が連携し、自立支援・重度化防止等に資
する観点から個別事例の検討を行い、対応策を講じているか

☑地域ケア会議における個別事例の検討件数割合はどの程度か 等

※ 都道府県指標については、管内の地域分析や課題の把握、市町村向けの研修の実施、リハビリ専⾨職等の派遣状況等を設定

PDCAサイクルを確立し、
実効性を更に向上。

＜参考２＞市町村 評価指標 ※主な評価指標

＜参考１＞保険者機能の強化に向けた取組

インセンティブ交付⾦（保険者機能強化推進交付⾦）の概要
2019年度予算 200億円（2018年度 200億円）

○ ⾼齢者の⾃⽴⽀援、重度化防⽌等に関する取組を推進するため、介護におけるインセンティブ改⾰を着実に実施
・ 市町村・都道府県の⾼齢者の⾃⽴⽀援や介護の重度化防⽌等の保険者の取組を推進するための財政的インセンティブとして、

2018年度予算に交付⾦を創設。介護予防や認知症総合⽀援に係る評価指標を盛り込み、これらの施策も推進。評価結果を公表し、
取組状況の「⾒える化」を実施。

・ 2019年度の評価に当たっては、アウトカム指標の配点⽐率を⾼めるなどの改善を通じて財政的インセンティブを強化。



41

【論点】
〇 介護現場の⽣産性向上・⼈材確保のためには、ＩＣＴ化の推進が有効と考えられるが、各介護事業所で使⽤されている介護ソフトの互換性

がない等の理由により、ＩＣＴを活⽤した情報連携が進んでいない。特に、居宅介護⽀援事業所（ケアマネ事業所）と介護事業所の情報連
携は紙のやり取りが⼀般的となっているが、ＩＣＴ等の活⽤による効率化が必要ではないか。

○ 特養などの介護施設についても、ＩＣＴを活⽤して効率的な⼈員配置でサービス提供を実現する施設もある。

介護事業所・施設の運営効率化

【改⾰の⽅向性】（案）
○ ＩＣＴ等の活⽤により介護現場の⽣産性を向上させ、介護⼈材の確保や介護サービスにかかる費⽤の縮減につなげていくべ

き。⺠間の取組み等を踏まえ、早急に全国的に推進すべき。

◆ ケアマネ事業所と介護事業所の連携の効率化 ◆ 介護施設の運営の効率化

訪問介護
事業所Ａ

ケアマネ
事業所

通所介護
事業所Ｂ

ケアプラン ケアプラン

実績報告 実績報告
ソフトＹ ソフトＸ ソフトＺ

ソフトの互換性がないこと等により、ＦＡＸでや
り取りし、各事業所で転記することが⼀般的。

⇒クラウドを整備して標準仕様による情報連携
を⾏えばケアマネ事業所の負担・事務コスト
が⼤きく削減可能。
（厚労省では来年度に実証実験等をすることを検討）

・介護⽼⼈福祉施設（特養）の介護・看護職員配置⽐率

⇒ ICT等（情報管理アプリ、インカム、タブレット等）の活⽤に
より、効率的な⼈員配置、介護職員の負担軽減が可能。
実際に 2.8⼈に１⼈程度を実現している施設も存在。
（厚労省では今年度にＩＣＴの活⽤等のパイロット事業を実施）

・ケアマネ事業所と介護事業所の情報連携の現状

ＦＡＸ ＦＡＸ

労働集約的なサービス提供が⾏われており、⼈員を基準より多
く配置する状況が常態化している。

職員の必要数の減少や職場環境改善による⼈材定着が⾒込まれ、介護⼈材の確保に貢献。
事務コストや⼈件費の削減により、介護サービスにかかる費⽤を縮減。

2.5

2.0 2.0
1.5

2.0

2.5

3.0
2000 2002 2005 2008 2011 2014 2017

（⼊所者／常勤換算職員数）

特養の設備・運営基準
での上限値︓3.0

基準より多く配置

（出所）厚⽣労働省「介護サービス施設・事業所調査」国保連
請求

請求
請求
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居宅サービス 地域密着型サービス 施設サービス

指
定
等

都道府県
（指定都市・中核都市） 市町村 都道府県

（指定都市・中核都市）

総
量
規
制

・特定施設⼊居者⽣活
介護

・認知症対応型共同⽣
活介護

・地域密着型特定施設
⼊居者⽣活介護

・地域密着型⽼⼈福祉
施設⼊所者⽣活介護

・介護⽼⼈福祉施設
（特養）

・介護⽼⼈保健施設
・介護医療院

公
募
制

・定期巡回・随時対応
型訪問介護看護

・⼩規模多機能型居宅
介護

・複合型サービス

総
量
規
制

・
公
募
制
な
し

・訪問介護
・訪問⼊浴介護
・訪問リハ
・通所介護
・通所リハ
・短期⼊所⽣活介護 等

（注1）総量規制︓都道府県知事⼜は市町村⻑は介護保険事業計画等
の達成に⽀障が⽣じる場合などにおいては、事業者の指定等をし
ないことができる。

（注2）公募制︓市町村⻑は公募により、特定の地域での開設を特定
の事業者のみに認めることができる。

（注3）介護療養型医療施設については、介護保険法の改正により
2012年以降、新設は認められていない。

（注4）定期巡回などの地域密着型サービスの普及のために必要があ
るときは、市町村⻑は訪問介護・通所介護の都道府県知事による
指定について協議を求めることができる。

在宅サービスについての保険者等の関与の在り⽅①

y = 113.58x + 748.43

R² = 0.5404

相関係数 0.730
2,000
4,000
6,000
8,000

10,000

15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

政令指定都市・中核市の通所介護

１号被保険者千⼈当たり通所介護定員数（⼈）

供給過剰︖

y = 329.16x - 178.6

R² = 0.9028

相関係数 0.950

2,000

4,000

6,000

8,000

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0

政令指定都市・中核市の訪問介護

１号被保険者千⼈当たり訪問介護常勤換算従事者（⼈）

（注）「地域包括ケア「⾒える化」システム」、「2015年度介護サービス施設・事業所調査」、「2015年度介護保険
事業状況報告」のデータを⽤いて、2015年度時点の20政令指定都市、45中核市のデータを⽤いて分析。要⽀援
１・２が地域⽀援事業に2017年度３⽉末をもって移⾏したことから、最新の状況は異なる可能性がある。

供給過剰︖

【論点】
○ 訪問介護・通所介護の被保険者⼀⼈当たり給付費については、性・年齢階級（5歳刻み）・地域区分を調整してもなお、全国平均と最⼤

値との間で３倍程度の差が存在（2018年４⽉財審資料参照）。その背景として、認定された介護度に応じた利⽤限度額の範囲内での利⽤
ではあるものの、供給が需要を⽣んでいる⾯があるのではないかとも伺われる。

2018年度に条件付与
の仕組を創設

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 要介護認定率等の地域差縮減、介護保険給付と地域⽀援事業との連携の推進とあわせて、在宅サービスについても、総量規制や

公募制などのサービスの供給量を⾃治体がコントロールできる仕組みを検討すべき。

調
整
済
み
第
１
号
被
保
険
者
１
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︶

調
整
済
み
第
１
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被
保
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者
１
⼈
あ
た
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給
付
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額
︵
円
︶
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都
道
府
県

（
居
宅
サ
ー
ビ
ス
の
指
定
権
者
） 市

町
村

（
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス

の
指
定
権
者
）

市町村の意見を踏まえ、条件を付す（※）

小規模多機能型居宅介護等を普及させる観点から、
地域密着型通所介護の指定拒否が可能

事
業
者

事
業
者
（
訪
問
介
護
・
通

所
介
護
等
在
宅
サ
ー
ビ
ス
）

地域密着型通所介護の指定の申請

居宅サービスの指定の申請

市町村介護保険事業計画
との調整を図る見地から、
意見を提出することが可能

（※）事業の実施地域の制限等

︓2017年度改正で追加した事項

市町村の意見も踏まえ、総量規制に基づく指定拒否や公募制による指定など

都道府県の関与を強めるための
仕組みを検討すべき。

在宅サービスについての保険者等の関与の在り⽅②
○ 2017年度制度改正において、在宅サービス事業者の指定にあたって、都道府県は市町村の意⾒を踏まえ、条件付与を⾏うなどの仕組み

を創設しており、今後、この仕組みが円滑に施⾏されていく必要がある。
○ その上で、訪問介護や通所介護の⼀⼈当たり給付費が、既に全国平均と⽐べて極めて⾼い⽔準となっている地域もあるが、こうした地域

において、⾃治体がより積極的に地域のサービス供給量をコントロールするための⽅策として、都道府県が市町村の意⾒も踏まえ、在宅
サービス事業者の指定にあたって、域内の市町村の計画上のサービス⾒込み量を超えるなどの場合に指定拒否を⾏える仕組み（「総量規
制」）や、特定の地域において特定の事業者に限定して指定を⾏う仕組み（「公募制」）を導⼊するなど、⾃治体の在宅サービス事業者へ
の関与の在り⽅を検討する必要。

◆ 事業者の指定に当たっての都道府県・市町村の役割
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︑
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時
期
も
未
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ま
っ
た
く
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未
定

医療療養病床
（25︓1）

介護療養病床
※2017年度末で廃⽌
（6年間の経過期

間）

・介護医療院
（Ⅰ型︓介護療養病床相当）

（Ⅱ型︓⽼健施設相当）
・特定施設 など

⼀般病床

医療療養病床（20︓1）

※ 「在宅医療等」には、介護医療院以外の介護施
設や⾼齢者向け住まいなども含まれる。

◆ 介護療養病床の転換等のイメージと必要な視点

⾼

低

単
価

視点︓患者の状態像によらない病床転
換の防⽌

視点︓多床室の室料負担や転換が進ま
ない場合の介護療養病床等の報酬
上の対応などを検討

視点︓サ付き⾼齢者住宅等への転換を
含めた介護療養病床のダウンサイ
ジングに向けた取組⽅針を作成

⼊院患者について
在宅医療等での対応

介護療養型

医療施設,

10.3%

Ⅰ型介護医療院, 
43.4%

Ⅱ型介護医療院, 9.3%

その他, 4.0%

いずれにも移⾏せず
病床廃⽌, 0.7%

未定, 
32.2%

◆ 介護療養型医療施設の移⾏予定
（2023年度末時点）

◆「未定」の施設の検討状況
（複数回答）

○ 介護療養型医療施設のうち、
移⾏期限である2023年度末ま
での対応が未定等である病床
は約４割（2018年11⽉調査時点）。

○ 2023年度末時点でも、介護
療養型医療施設のままと回答
したもののうち、次期介護報
酬改定の結果を⾒て判断する
としたものが約４割。

(出典)介護報酬改定検証・研究委員会公表資料（2019年３⽉）
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◆ 現在の施設から移⾏を予定していない理由
（複数回答）

【論点】
○ 25対１医療療養病床や介護療養病床から介護医療院への転換に際しては、地域医療構想の趣旨を踏まえ、提供体制全体として医療費・

介護費が効率化されることが重要。
○ 厚⽣労働省の調査では、介護療養病床の転換に向けた検討が⼗分に進んでいない実態が浮かび上がっており、昨年末に策定された新改

⾰⼯程表のＫＰＩに従い、移⾏期限の2023年度に向けて、「第８期計画期初に⾒込まれる期末時点でのサービス減量」が100％となるよ
う、国は、各保険者を通じて第７期中も計画的に介護療養病床等の移⾏推進に取組むよう促していく必要がある。

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 介護療養病床等の着実な転換を図り、国⺠負担を抑制するため、国は、各保険者の第７期中の病床転換に向けた取組状況を定期的

に把握し、計画的移⾏を推進するとともに、第８期における報酬のメリハリづけなどを通じて、転換促進を図るために⼗分な対応を
⾏うべき。

○ また、インセンティブ交付⾦を活⽤し、都道府県・市町村の取組状況を指標に加えて点数を加減算し、取組を推進すべき。

地域医療構想を踏まえた介護療養病床等の転換
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介護報酬改定に係るＰＤＣＡサイクルの確⽴

◆ 介護報酬改定の動向等 ◆ 介護報酬改定に向けて必要な取組
〇加算の効果に係るエビデンスの整理・公表・検証
 各種加算がサービスの質を反映したものになっているか。
 各種加算が狙いとするインセンティブとして機能しているか。
 利⽤者⾃⾝が、⾃⼰負担等との関係で、⾃分にとって必要なサー

ビスか否かを判断できる程度に簡素な制度となっているか。

近年では、サービスの質に着⽬した加算の設定や要
介護の改善度合い等のアウトカムに応じたメリハリ付
けなどによる報酬上のインセンティブ付与を実施。
※ クリームスキミング（改善⾒込みのある利⽤者を選別して改善度を上げ

る）を回避するため、アウトカム評価のみならず、専⾨職による機能訓
練の実施といったプロセス評価等を組み合わせることが必要。

○介護報酬改定に反映
 より効果的な加算の在り⽅の再検討
 政策⽬的達成⼜は⼀般化した加算の整理・統合 等

◆ 介護事業経営実態調査等の精度向上（参考Ｐ.○参照）】
○ 本調査は、報酬改定の際に参照されるなど⾼い信頼性が求め

られるため、次の取組が必要。
 有効回答率の向上。
 業界団体等が回答内容を指南

するなど、疑義を⽣じ得る状
況の解消。

 多様な経営状況等が適切に把
握できるよう改善。

【論点】
〇 介護報酬については、これまで地域包括ケアシステムの推進、質の⾼い介護サービスの実現、多様な⼈材の確保と⽣産性の向上等といった

様々な観点から改定が⾏われているが、報酬改定の効果に関する検証については⼗分ではない。

2015年度改定
新設加算 115
廃⽌加算 ７

2018年度改定
新設加算 147
廃⽌加算 11

（注）サービス共通の加算につい
ては、集計上、重複がある。

◆ サービスコード項⽬数の推移

（出所）厚⽣労働省「介護給付費単位数等サービスコード表」

※ サービスコードとは、介護サービス毎の
基本報酬・加算をコード化したもので、介
護給付費の請求に使⽤するもの。

（注）2018年度におけるサービスコード数が減少しているのは、
サービスコード体系の⾒直し（簡素化）等を⾏ったもの（基
本報酬等の減少ではない）。

666 
688 

699 

646 

600

650

700

750

平成27年度 平成28年度

＜訪問介護 １事業所当たり訪問回数/⽉＞

（＋3.3％）

（▲7.7％）

■介護給付費等実態調査 ■介護事業経営実態調査等

16,195 
20,929 

29,546 25,995 

0

10,000

20,000

30,000

2009年度2012年度2015年度2018年度

2015年度 2016年度
（注）介護事業経営実態調査は、⽉当たり延べ訪問回数。

給付費等実態調査は、基本サービス費の算定回数。

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 公定価格の適正化等を通じた介護給付の効率化に向け、報酬の政策的効果に係る客観的なエビデンスに基づき、介護サービスの質

や事業者の経営への効果・影響を検証するといったPDCAサイクルを確⽴した上で、介護報酬改定に着実に反映していく必要。
○ 介護事業経営実態調査等については、有効回答率の向上や調査内容等の充実に着実に取組むとともに、調査結果の信頼性確保に向

けた措置を講じるべき。
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⺠間企業の参⼊とサービス価格の透明性向上・競争推進（在宅サービスの在り⽅の⾒直し）

【論点】
○ 介護保険制度の創設以来、在宅サービスについては⺠間企業の⾃由な参⼊が可能とされる⼀⽅で、在宅・施設サービスのいずれについて

も、事業者は介護報酬を下回る価格を設定することが可能とされている（＝サービス⾯のみならず、価格競争も可能）。
○ しかしながら現実には、営利法⼈の参⼊が進んできた⼀⽅で、介護報酬を下回る価格を設定している事業者は確認できず（注）、サービ

ス価格が報酬の上限に張り付いている実態にある。
（注）事業者が割引を⾏う場合には、その届出を受けた都道府県が、厚労省通達に基づき「WAM NETへの掲載等の⼿段により周知を図る必要」があ

るが、財務省調査によれば、2014年８⽉に全国で１事業所確認できたが、2019年４⽉時点では確認できない。

（参考）「指定居宅サービス事業者等による介護給付費の割引の取扱いについて」（2000年３⽉１⽇⽼企第39号）（抄）
・・・事業者等が厚⽣労働⼤⾂が定める基準により算定した額より低い費⽤の額で介護サービス等を提供することが可能であること。

2,791(24.0%)
4,894

(42.0%)
3,959(34.0%)

5,494
(15.6%)

6,426
(18.2%)

23,391
(66.2%) 1,425(15.6%)

6,910
(75.6%)
803(8.8%)

2,996(12.7%)

9,158
(38.8%)

11,443
(48.5%)

営利法⼈

その他

社会福祉法⼈

その他

社会福祉法⼈

営利法⼈

2001年度 2017年度 2001年度 2017年度

5.9倍
14.3倍

訪問介護の事業所数の推移 通所介護の事業所数の推移 【ケアマネジャーの利⽤者に対する説明責任】
○ ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰは、2018年度から、利⽤者にあらかじめ以

下の説明が求められ、違反すれば報酬が減算される。
・ 複数の事業所の紹介を求めることが可能
・ ケアプランに位置付けた事業所について、その理由

の説明を求めることが可能
(注）「利⽤者によるサービスの選択に資するよう、当該地域における指

定居宅サービス事業者等に関するサービスの内容、利⽤料等の情報を適
正に利⽤者⼜はその家族に対して提供するものとする」（指定居宅介護
⽀援等の事業の⼈員及び運営に関する基準第13条第５号）。

○ 「利⽤者本位」に考えれば、ｹｱﾏﾈｰｼﾞｬｰがｹｱﾌﾟﾗﾝを作
成・提供するに当たり、利⽤者側の求めによらずとも、
単なる情報提供に⽌まらず、複数の事業所のサービス内
容と利⽤者負担（加減算による差等）について説明する
ことを義務化することにより、利⽤者に⽐較検討の機会
を確保し、サービス価格の透明性を向上すべき。

（出所）厚⽣労働省「介護サービス施設・事業所調査」

【ケアマネジャーとサービス事業所との関係】
ケアマネ事業所がケアプランを作成するに当たっては、特定のサービス事

業所に不当に偏ることがないよう求められており、特定のサービス事業所へ
の集中割合が80％を超える場合には報酬が減算（介護保険法第69条の34等）

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 在宅サービスについては、ケアマネジャーの活⽤等により、介護サービスの価格の透明性を⾼めていくための取組等を通じ

て、サービスの質を確保しつつ、確実に価格競争が⾏われる仕組み（より良いサービスがより安価に提供される仕組み）を構築
すべきである。
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介護サービスの経営主体の⼤規模化等の施策について
○ 介護サービス等の事業を⾏う複数の法⼈が、⼈材育成・採⽤などの本部機能を統合・法⼈化することで、ケアの品質の底上げや研修・採

⽤活動のコスト減を図るなどの取組も存在。
○ 介護サービスの経営主体の⼤規模化については、①こうした介護サービス事業の⼈事や経営管理の統合・連携事業を⾃治体が⽬標を定め

るなどして進めることのほか、 ②⼀定の経営規模を有する経営主体の経営状況を介護報酬などの施策の決定にあたって勘案することで経
営主体⾃体の合併・再編を促す、といった施策が考えられる。また、③経営主体について⼀定の経営規模を有することや、⼩規模法⼈に
ついては⼈事や経営管理等の統合・連携事業への参加を指定・更新の要件とする、といったことも考えられる。

⼀定の経営基盤を有する法⼈が経営
する事業所・施設

経営主体の規模
（従業員・売上
げなど）

収
⽀
差
プ
ラ
ス

収
⽀
差
マ
イ
ナ
ス

全体の平均
収⽀差

⼀定の経営基盤を有する事業
所・施設の収⽀差 平均

例）介護サービス事業者の経営状況の勘案
報酬改定等

の施策の実施
にあたって勘案

例）経営主体の事業の統合・連携

社会福祉法⼈ 医療法⼈

NPO

域内の介護サービスの経営主体

など
⼈事交流、備品の⼀括購⼊など

都道府県
市町村

指
導

経営主体の事業の統
合・連携の⽬標を設定す
るなど。

（参考）法⼈間の機能の統合・連携の例
＜社会福祉法⼈ リガーレ＞
〇７つの社会福祉法⼈（※）が、本部機能を独⽴・法⼈化。

※ 所在地は、京都府が５法⼈、滋賀県が１法⼈、⻘森県が１法⼈
〇統合した本部機能

①介護サービスの質の標準化
各法⼈への定期的な巡回訪問によるサービスの質の標準化

②介護等⼈材の確保・育成
研修や採⽤活動の共同実施。将来的に法⼈間⼈事異動も検討

③経営管理機能の強化
⽼朽化施設の改修や地域展開への経営戦略等の⽀援

（出典）2016年度⽼健事業「地域包括ケアシステム構築に向けた効果的・効率的なサービス提供
のあり⽅に関する調査研究事業」

◆ 経営主体の⼤規模化に向けた施策イメージ
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344 
362 

434 422 

300

350

400

450

2016年度2015年度

介護事業経営実態調査等の精度向上（2018年度予算執⾏調査）

◆ 介護給付費等実態調査との⽐較

◆ 経営分析参考指標との⽐較

666 
688 

699 

646 

600

650

700

750
■介護事業経営実態調査等■介護給付費等実態調査

（＋3.3％）

（▲7.7％）
（＋5.2％）

（▲2.7％）

（注）介護事業経営実態調査は、⽉当たり延べ訪問回数。給付費等実態調査は、基本サービス費の算定回数。

672施設 950施設

1.6%
2.9%

4.4%

0.0%
1.0%
2.0%
3.0%
4.0%
5.0%

経営実態調査
（2016決算）

福祉医療機構
（従来型）

福祉医療機構
（ユニット型）

特別養護⽼⼈ホームの収⽀差率

1,340施設 1,884施設 2,523施設

3.4%

6.5%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

経営実態調査
（2016決算）

福祉医療機構

介護⽼⼈保健施設の収⽀差率

（参考）介護事業経営実態調査等の対象先のイメージ

◆ 介護事業経営実態調査対象
調査対象 全ての介護保険サービス（介護保険施設、居宅

サービス事業所、地域密着型サービス事業所）
調査の周期 ３年周期（改定後３年⽬の５⽉）
調査の範囲 改定後２年⽬の１年分の収⽀状況
調査客体数 ３１，９４４事業所等、有効回答数１５，０６２、

有効回答率 ４７．２％（2017年度調査）

※ 介護事業経営概況調査は、調査の周期は改定後２年⽬の５⽉、対象の範囲は改定前後の２
年分の収⽀状況で、調査客体数は介護事業経営実態調査の概ね半分。

通所介護
事業所

介護⽼⼈
福祉施設

社会福祉法⼈等

障害サービス
事業所

︓介護事業経営実態調査等の対象事業所
（注１）調査対象には、社会福祉法⼈のほか、営利法⼈や医療法⼈傘下の介護サービス事業

所・施設が含まれる。
（注２）（独）福祉医療機構の調査レポート（2018年１⽉）によると、2016年度社会福祉

法⼈の主たる事業別構成では、介護保険事業は41%、保育事業が37%、障害福祉が12％
となっている。

訪問介護
事業所

2016年度訪問・通所介護の１事業所当たりの算定回数等は、介護給付
費等実態調査（マクロ統計）では増加している⼀⽅、介護事業経営実態
調査等では減少しており、逆の動きとなっている。

（独）福祉医療機構が公表している「経営分析参考指標」と⽐較すると、
同統計において集計された法⼈の収⽀差率の⽅が、介護事業経営実態調査
等におけるものと⽐べ、概ね収⽀差率が良く、統計間での差が⼤きい。

（出所）厚⽣労働省「2016年度 介護事業経営概況調査」、（独）福祉医療機構「経営分析参考指標」
（注）特養の計数は「経常収益対経常増減差額⽐率」を、⽼健施設は「経常利益対経常収益⽐率」。経

営分析参考指標では、⽼健施設における併設短期⼊所も含めて集計するなど⼀定の集計上の差が存
在する。

＜訪問介護 １事業所当たり訪問回数（⽉当たり）＞ ＜通所介護 １事業所当たり算定回数
・利⽤者数（⽉当たり）＞

〇 介護事業経営実態調査等については、厚⽣労働省において、介護保険制度の改正及び介護報酬の改定に必要な基礎資料を得ることを⽬的
に⾏われている統計調査の１つであり、その内容については⾼い信頼性が求められている。

○ 次期介護報酬改定に向けては、改定をより適切なものとするべく、複数の事業所を有する多様な主体の経営状況等が適切に把握できるよ
う、調査⼿法・集計⽅法等を⾒直すとともに、例年、調査の有効回答率が低調であることを踏まえ、その向上を図ることにより、統計の精
度を⾼めていく必要。

2016年度2015年度
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○ 2019年度予算執⾏調査により、サービス付き⾼齢者向け住宅（サ⾼住）に併設した事業所を利⽤するサ⾼住居住者は、⼀般在宅等の
サービス利⽤者よりも介護サービス利⽤量が多い傾向にあることが確認された。

○ サ⾼住は今後も増加していくことが⾒込まれており、居住者に対して過剰なサービス提供が⾏われているのであれば、適正化してい
くことが必要である。今後、より詳細な分析を⾏うため、サ⾼住の併設事業者の経営実態などを把握することが有⽤ではないか。

サービス付き⾼齢者向け住宅の居住者のサービス利⽤実態（2019年度予算執⾏調査）

◆ 調査の概要 ◆ ⼀般在宅等のサービス利⽤者と併設事業所を利⽤しているサ⾼住居住者の⽐較
サービス総単位数については、併設事業所を利⽤しているサ⾼住居住者の⽅が⼀般在宅等の

サービス利⽤者よりも、要介護度ごとの平均値が25％〜45％ほど⾼いことが確認できた。
また、限度額管理対象総単位数の区分⽀給限度額の90％以上の利⽤割合については、併設事

業所を利⽤しているサ⾼住居住者の⽅が⼀般在宅等のサービス利⽤者よりも要介護ごとの値が
15〜35％ほど⾼く、要介護度が⾼くなるほどその割合が⾼くなる傾向が⾒受けられた。

◆ 併設事業所を利⽤しているサ⾼住居住者の利⽤量の変化（同⼀建物減算⾒直し前後の⽐較）
併設事業所を利⽤しているサ⾼住居住者のサービス利⽤量の変化（限度額管理対象総単位数ベース）

平成30年10⽉（N=55,350）

（注１）⾚⽂字は、平成29年10⽉から増加した差分。
（注２）⾊塗りのセルは、⼀般在宅等のサービス利⽤者と⽐べ、平成29年10⽉からの増加幅が⼤きいもの。
（注３）平成30年度改定では、同⼀建物減算以外についても改定が⾏われているが、その影響は特に考慮していない。

同⼀建物減算については、平成30年度の介護報酬改定
において、減算幅を⾒直すなど適正なサービス利⽤を促
すような仕組みが導⼊されたところであるが、併設事業
所を利⽤しているサ⾼住居住者について、介護サービス
利⽤量を平成29年10⽉と平成30年10⽉で⽐較したとこ
ろ、「限度額管理対象総単位数」の平均値、区分⽀給限
度額単位数90%以上の利⽤割合がともに増加しており、
その増加幅は、特に低い要介護度において、⼀般在宅等
のサービス利⽤者よりも⼤きい傾向が⾒受けられた。

厚⽣労働省より提供された「介護レセプト情報等」の集
計表情報である介護ＤＢを調査。サ⾼住併設事業所を利⽤
しているかどうかの照合に当たっては、「サービス付き⾼
齢者向け住宅情報提供システム」において公表されている
全国の登録情報を活⽤。

調査においては以下のとおり⽤語を定義。
１．併設事業所を利⽤しているサ⾼住居住者

サービス提供年⽉において、居宅介護⽀援の算定
があり、サ⾼住併設事業所を利⽤しており、同⼀建
物減算の適⽤がある者。
（注１）併設事業所を利⽤しているが、サ⾼住に居住しておらず、同

⼀建物減算の算定要件の②や③に該当しているケースが含まれ
ることに留意が必要。

（注２）居宅介護⽀援の算定者に限定することにより、特定施設のサ
⾼住居住者は除外されている。

２．⼀般在宅等のサービス利⽤者
サービス提供年⽉において、居宅介護⽀援の算定が

ある者のうち、サ⾼住併設事業所を利⽤していない者。

⼀般在宅等のサービス利⽤者（総単位数）
平成30年10⽉（N=2,493,142）

併設事業所を利⽤しているサ⾼住居住者（総単位数）
平成30年10⽉（N=55,350）

平成29年10⽉（N=54,719）
要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

限度額管理対象総単位数

の平均値

10,892

（＋609）

14,963

（＋432）

21,909

（＋569）

26,490

（＋497）

31,628

（＋472）
10,283 14,531 21,340 25,993 31,156

区分支給限度額単位数の

90%以上の利用者数の割合

23.6%

（＋5.0%）

41.1%

（＋4.6%）

48.3%

（＋4.2%）

61.0%

（＋3.8%）

65.7%

（＋3.9%）
18.6% 36.5% 44.1% 57.2% 61.8%
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諸外国における介護制度との⽐較

出所︓ 増⽥雅暢編著「世界の介護保障〔第２版〕」2014、渡辺富久⼦「ドイツにおける介護保険法の改正－認知症患者を考慮した要介護認定の基準の変更－」2016、
OECD “Help Wanted? Providing and Paying for Long-Term Care” 2011等に基づき作成

出所︓ 厚⽣労働省「2017年度介護保険事業状況報告」

⽇本 ドイツ 韓国

保険者 市町村等
（全国で1,579）

介護⾦庫
（全国で124）

国⺠健康保険公団
（全国で１）

要介護区分

７段階
（要⽀援１・２、

要介護１〜５）
５段階
（要介護１〜５）
※1995年の制度導⼊時は３段階。2017年

から軽度も対象として５段階へ拡充。

５段階
（要介護１〜４、

認知症特別等級）
※2008年の制度導⼊時は３段階。2014年

から最も軽度の要介護３を３と４に分け、
認知症特別等級を新設。

給付対象者

○65歳以上の要⽀援者・
要介護者

○40〜64歳の加齢に伴う
特定疾病により要⽀援・
要介護状態となった者

すべての年齢層の要介護者 ○65歳以上の要介護者
○65歳未満の⽼⼈性疾患に
より要介護状態となった者

被保険者

○第1号被保険者
（65歳以上）

○第2号被保険者
（40〜64歳の医療保険加
⼊者）

公的医療保険の加⼊者
（年齢制限なし）

国⺠健康保険の加⼊者
（年齢制限なし）

利⽤者負担 原則１割 保険給付は定額制
（超過部分は⾃⼰負担）

在宅給付15％
施設給付20％

利⽤者負担
／総費⽤※ ７．６％ ３０．４％ １７．８％

○ 介護に社会保険制度を採⽤している主な国には、ドイツ、韓国があり、⽇本と⽐較すると、
・ 給付対象（要介護区分）については、ドイツ、韓国ともに近年軽度にも拡⼤しているものの、引き続き簡素な仕組みを採⽤し、
・ 利⽤者負担については、韓国では在宅給付は15％、施設給付は20％、ドイツでは保険給付は定額制（部分保険）で超過部分は全額⾃

⼰負担であり、利⽤者負担が⾼くなっている。

要⽀援
0.3兆円
（3%）

要介護１

1.4兆円

（14%）

要介護２

1.9兆円

（18%）

要介護３

2.2兆円

（22％）

要介護４

2.4兆円

（23%）

要介護５

2.0兆円

（20%）

介護保険総費⽤の構成割合
（2017年度実績）

総額
10.2兆円



１．総論

２．年⾦

３．介護

４．⼦ども・⼦育て
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25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

子ども関係予算（主なもの）の近年の推移

その他

児童手当

児童扶養手当

児童養護施設等運営費

保育所等運営費

（億円）

※ 各年度の予算額は当初予算額。
※ 主な予算の積み上げであり、児童手当については公務員分は含めていない。
※ その他は、地域子ども・子育て支援事業、仕事・子育て両立支援事業、保育所等施設整備などを計上。

・地域子ども・子育て
支援事業 （1,304億円）

・仕事・子育て両立支援事業
（2,020億円） など

児童手当
（13,488億円）

保育所等運営費
（11,783億円）
※無償化分含む

児童扶養手当
（2,075億円）

児童養護施設
等運営費

（1,317億円）
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【待機児童を解消】
東京都をはじめ意欲的な⾃治体を⽀援するため、待機児童解消に必要な受け⽫約22万⼈分の予算を2018年度

から2019年度末までの２年間で確保。（遅くとも2020年度末までの３年間で全国の待機児童を解消）

【待機児童ゼロを維持しつつ、５年間で「Ｍ字カーブ」を解消】
「Ｍ字カーブ」を解消するため、2020年度末までの３年間で⼥性就業率80％に対応できる約32万⼈分の受

け⽫整備（当初５年間の計画を３年間に２年前倒し）。 （参考）スウェーデンの⼥性就業率︓82.5％（2016）

「⼦育て安⼼プラン」
【２０１７年６月２日公表】

「待機児童解消加速化プラン」
（５年間）

2013年度 2017年度末 2022年度末2019～
2020年度末

「子育て安心プラン」
（２～３年間）

待機児童数

女性(25-44歳)就業率

ゼロ

80％

２年前倒し

２年前倒しし、2020年度末までの
３年間で約32万人分の受け皿を整備

約32万人増約53.5万人増

自治体を支援し､２年間で待機児童を解消
するための受け皿整備の予算の確保
(遅くとも３年間で待機児童解消)

19,895人（2018.4)

74.3％(2017)
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幼児教育の無償化について （「幼児教育無償化の制度の具体化に向けた方針」（2018年12月28日関係閣僚合意）のポイント）

１．幼稚園、保育所、認定こども園等

● ３〜５歳︓幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保育、企業主導型保育（標準的な利⽤料）の利⽤料を無償化
※ 新制度の対象とならない幼稚園については、月額上限2.57万円（注：国立大学附属幼稚園0.87万円、国立特別支援学校幼稚部0.04万円）まで無償化

※ 保護者から実費で徴収している費用（通園送迎費、食材料費、行事費など）は、無償化の対象外。食材料費については、保護者が負担する考え方を維持
３～５歳は施設による実費徴収を基本。低所得者世帯等の副食費の免除を継続し、免除対象者を拡充（年収360万円未満相当世帯）

● ０〜２歳︓上記の施設を利⽤する住⺠税⾮課税世帯を対象として無償化

２．幼稚園の預かり保育

● 保育の必要性の認定を受けた場合、幼稚園に加え、利⽤実態に応じて、⽉額1.13万円までの範囲で無償化

３．認可外保育施設等

● ３〜５歳︓保育の必要性の認定を受けた場合、認可保育所における保育料の全国平均額（⽉額3.7万円）までの利⽤料を無償化

● ０〜２歳︓保育の必要性があると認定された住⺠税⾮課税世帯の⼦供たちを対象として、⽉額4.2万円までの利⽤料を無償化

● 認可外保育施設における質の確保・向上を図るため、指導監督の充実に向けた取組や認可施設への移⾏⽀援など様々な取組を実施

４．負担割合

● 国1/2、都道府県1/4、市町村1/4。ただし、公⽴施設（幼稚園、保育所及び認定こども園）は市町村等10/10
※ 初年度（2019年度）に要する経費を全額国費で負担。また、事務費やシステム改修費についても一定の配慮措置。

５．その他

● 就学前の障害児の発達⽀援を利⽤する３〜５歳の⼦供たちについても、利⽤料を無償化。幼稚園や保育所等を併⽤する場合も含む

● 実施時期︓2019年10⽉１⽇

幼児教育の無償化の趣旨 → 幼児教育の負担軽減を図る少⼦化対策、⽣涯にわたる⼈格形成の基礎を培う幼児教育の重要性
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※ 幼保連携型については、認可・指導監督の一本化、
学校及び児童福祉施設としての法的位置づけを
与える等、制度改善を実施

保育所 ０～５歳

認定こども園 ０～５歳

幼稚園型 保育所型 地方裁量型

小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育

認定こども園・幼稚園・保育所・小規模保育など
共通の財政支援

施設型給付

地域型保育給付

幼稚園 ３～５歳

・利用者支援事業
・地域子育て支援拠点事業
・一時預かり事業
・乳児家庭全戸訪問事業
・養育支援訪問事業等
・子育て短期支援事業

・子育て援助活動支援事業
（ファミリー・サポート・セン
ター事業）

・延長保育事業
・病児保育事業
・放課後児童クラブ

・妊婦健診

・実費徴収に係る補足給付
を行う事業

・多様な事業者の参入促
進・能力活用事業

地域の実情に応じた
子育て支援

地域子ども・子育て支援事業

仕事と子育ての
両立支援

・企業主導型保育事業
⇒事業所内保育を主軸とした企
業主導型の多様な就労形態に
対応した保育サービスの拡大
を支援（整備費、運営費の助
成）

・企業主導型ベビーシッ
ター利用者支援事業
⇒繁忙期の残業や夜勤等の多
様な働き方をしている労働者
が、低廉な価格でベビーシッ
ター派遣サービスを利用できる
よう支援

仕事・子育て両立支援事業

⼦ども・⼦育て⽀援新制度の概要
市町村主体 国主体

幼保連携型

※私立保育所については、児童福祉法第24条により市町村が
保育の実施義務を担うことに基づく措置として、委託費を支弁
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保育園と幼稚園の年齢別利⽤者数及び割合（H30）

※該当年齢人口は総務省統計局による人口推計年報（平成２９年10月１日現在）より。
※幼保連携型認定こども園の数値は平成３０年度「認定こども園に関する状況調査」（平成３０年4月1日現在）より。
※「幼稚園」には特別支援学校幼稚部、幼稚園型認定こども園も含む。幼稚園、幼稚園型認定こども園の数値は平成３０年度「学校基本調査」（速報値、平成３０年５月１
日現在）より。特別支援学校幼稚部の数値は平成２９年度「学校基本調査」（確定値、平成２９年５月１日現在）より。

※保育園の数値は平成３０年の「待機児童数調査」（平成３０年４月１日現在）より。なお、「保育園」には地方裁量型認定こども園、保育所型認定こども園、特定地域型
保育事業も含む。４歳と５歳の数値については、 「待機児童数調査」 の４歳以上の数値を「社会福祉施設等調査」（平成２９年10月１日現在）の年齢別の保育所、保育
所型認定こども園、小規模保育所の利用者数比により按分したもの。

※「推計未就園児数」は、該当年齢人口から幼稚園在園者数、保育園在園者数及び、幼保連携型認定こども園在園者数を差し引いて推計したものである。
※四捨五入の関係により、合計が合わない場合がある。

幼稚園児

幼保連携型認定こども園児

96.3万⼈ 100.2万⼈ 97.4万⼈96.0万⼈ 101.１万⼈ 101.7万⼈（%）
該当年齢⼈⼝

保育園児

推計未就園児

12.9万⼈
（13.4％）

35.4万⼈
（35.3％）

41.5万⼈
（43.3％）

42.5万⼈
（43.6％）

42.6万⼈
（42.2％）

41.4万⼈
（40.7％）2.1万⼈（2.2％）

6.５万⼈（6.5％）
7.9万⼈（8.2％）

14.0万⼈（14.4％）

14.６万⼈（14.4％）14.7万⼈（14.4％）

81.3万⼈
（84.4％）

58.4万⼈
（58.2％）

46.6万⼈
（48.5％）

5.1万⼈
（5.2％）

2.7万⼈（2.7％） 1.7万⼈（1.7％）

35.８万⼈
（36.7％）

41.2万⼈
（40.8％）

43.9万⼈
（43.2％）
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制度の目的
○家庭等の生活の安定に寄与する

○次代の社会を担う児童の健やかな成長に資する

支給対象
○中学校修了までの国内に住所を有する児童

(15歳に到達後の最初の年度末まで)
所得制限

(夫婦と児童2人)
○所得限度額（年収ベース）

・960万円未満

手当月額

○0～3歳未満 一律15,000円
○3歳～小学校修了まで

・第1子、第2子:10,000円（第3子以降:15,000円）

○中学生 一律10,000円
○所得制限以上 一律5,000円（当分の間の特例給付）

受給資格者
○監護生計要件を満たす父母等

○児童が施設に入所している場合は施設の設置者等

実施主体
○市区町村(法定受託事務)
※公務員は所属庁で実施

支払期月 ○毎年2月、6月及び10月（各前月までの分を支払）

費用負担

○ 財源については、国、地方(都道府県、市区町村)、事業主拠出金（※）で構成
※ 事業主拠出金は、標準報酬月額及び標準賞与額を基準として、拠出金率（3.4/1000）を乗じて得た額を徴収し、児童手当等に充当されている。

財源内訳
［給付総額］ 2兆1,253億円 （内訳）国負担分 ：１兆1,722億円（１兆1,979億円） うち特例給付 553億円

（2兆1,694億円） 地方負担分 ： 5,861億円（ 5,989億円） うち特例給付 277億円

事業主負担分： 1,766億円（ 1,817億円）
公務員分 ： 1,904億円（ 1,909億円） うち特例給付 37億円

事業主 7/15 地方
8/45

所属庁
10/10

所属庁
10/10

児童手当

特例給付

国
16/45

0歳～3歳未満

3歳～
中学校修了前

公務員

児童手当

特例給付

被用者

地方
1/3

国
2/3

国 2/3 地方 1/3

非被用者

国 2/3 地方 1/3

地方
1/3

国
2/3

国 2/3 地方 1/3

地方
1/3

国
2/3

児童手当制度の概要

（所得制限以上）

（所得制限以上）

地方 1/3国 2/3

※（ ）内は平成30年度予算額

（令和元年度
予算額）

内閣府作成資料
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クラブ数

利用できなかった児童数（待機児童数）

登録児童数

○クラブ数 ２５，３２８か所

（参考：全国の小学校19,428校）

○支援の単位数 ３１，４６３単位（平成27年より調査）

○登録児童数 １，２３４，３６６人

○利用できなかった児童数（待機児童数） １７，２７９人

【事業の内容、目的】

【現状】（平成３０年５月現在）

放課後児童クラブの概要
共働き家庭など留守家庭の小学校に就学している児童に対して、学校の余裕教室や児童館、公民館などで、放課後等に適
切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る。

（平成９年の児童福祉法改正により法定化〈児童福祉法第６条の３第２項〉：平成10年４月施行）
※平成24年の児童福祉法改正により、対象年齢を「おおむね10歳未満」から「小学校に就学している」児童とした（平成27年４月施行）

【今後の展開】

［クラブ数、登録児童数及び利用できなかった児童数の推移］（か所） （人）

※各年5月1日現在（厚生労働省調）

○「新・放課後子ども総合プラン」（平成30年９月14日策定）を踏まえ、放課
後児童クラブについて、2021年度末までに約25万人分を整備し、待機児
童解消を目指し、その後も女性就業率の上昇を踏まえ2023年度末まで
に計約30万人分の受け皿整備を図る。また、子どもの主体性を尊重し、
子どもの健全な育成を図る放課後児童クラブの役割を徹底し、子どもの
自主性、社会性等のより一層の向上を図る。

厚労省作成資料
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令和元年度 予算執⾏調査（放課後児童健全育成事業）概要①

調査事案名 （4）放課後児童健全育成事業
調査対象
予 算 額

平成30年度：118,766百万円の内数
（参考 令和元年度：130,376百万円の内数）

省庁名 内閣府
会計 年金特別会計

（子ども・子育て支援勘定）

項 地域子ども・子育て支援及仕事・子育て両立支援事業費 調査主体 本省

組織 子ども・子育て本部 目 子ども・子育て支援交付金 取りまとめ財務局 －

（１）両事業の概要
【表１】のとおり、児童クラブと⼦供教室は、対象児童、実施場所、負担割合等、内容は類似しているが、前者は内閣府（制度⾃体は厚⽣労働省）、後者は⽂部科学省

が所管するため、交付⾦の申請や審査、決定、⽀払⼿続きはそれぞれの事業について別々に⾏う必要がある。【図１】
また、後述の「⼀体型」を除き、通例、両事業は連携して実施されておらず、児童はいずれか⼀⽅の⽀援しか受けられない。

【図１】交付申請スキーム

市町村

都道府県
（各市町村の取りまとめ）

内閣府
（児童クラブ）

文部科学省
（子供教室）

児童
クラブ

児童
クラブ

子供
教室

子供
教室

担当者 担当者

担当者 担当者

一体型

事業名
児童クラブ

（放課後児童健全育成事業）
子供教室

（地域学校協働活動推進事業）

所管省庁 内閣府（制度自体は厚生労働省） 文部科学省

運営主体 市町村、市町村が適切と認めた者（委託可） 都道府県、市町村、社会教育団体等（委託可）

法律 児童福祉法第６条の３第２項（社会福祉事業） －（社会教育事業）

趣旨 適切な遊びや生活の場を提供 学習支援や多様なプログラムを実施

対象児童 保護者が昼間家庭にいない小学生 すべての小学生

実施場所 小学校、児童館、公的施設等 小学校、中学校、公民館等

平成30年度当初予算
（令和元年度当初予算）

799.7億円（887.8億円） 60.1億円の内数（59.2億円の内数）

負担割合（運営費）
国1/3、都道府県1/3、市町村1/3
※国負担のうち量的拡充については事業主拠出金を充当
※別途、保護者負担あり

国1/3、都道府県1/3、市町村1/3

利用料 有料（金額は児童クラブによって異なる） 無料

交付基本額（運営費） 4,484千円（児童40人程度の場合）等 文部科学大臣が認めた額（執行上、制限無し）

職員 放課後児童支援員、補助員（地域住民等） 協働活動支援員、学習アドバイザー（地域住民等）

配置基準 １支援に２名以上の支援員（１名は補助員で代替可） －

実施数 25,328箇所（平成30年５月時点） 18,749箇所（平成30年11月時点）

実施形態 原則として年間250日以上開所 概ね年間を通じて断続的・単発的に実施

【表１】児童クラブと子供教室の事業区分

【事案の概要】
共働き家庭など留守家庭の⼩学校に就学している児童に対して、学校の余裕教室や児童館、公⺠館などで放課後等に適切な遊びや⽣活の場を与え、そ

の健全な育成を図るための放課後児童クラブ（以下、「児童クラブ」）の運営を補助している（実施主体︓市町村、補助率︓1/3）。
児童クラブについては、平成30年９⽉に策定された「新・放課後⼦ども総合プラン」を踏まえ、本事業において令和５年度（2023年度）末までに計約

30万⼈分の受け⽫整備を図るほか、全ての⼩学校区で放課後⼦供教室（以下、「⼦供教室」）と⼀体的に⼜は連携して実施し、うち⼩学校内で「⼀体型
（※）」として１万箇所以上で実施すること等を⽬指している。
※ 同⼀の⼩学校内等で両事業を実施し、共働き家庭等の児童を含めた全ての児童が⼦供教室の活動プログラムに参加できるものをいう。
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令和元年度 予算執⾏調査（放課後児童健全育成事業）概要②

92%

8%

別部屋
同部屋

（２）「⼀体型」の運営状況
厚⽣労働省・⽂部科学省は、両事業が別事業として実施される現⾏の枠組みの下で、①

共働き家庭等の児童にとって安⼼・安全な居場所、②全ての児童が多様な体験・活動を⾏
うことができる環境、③学校と児童クラブ・⼦供教室との密接な連携が可能 なものとし
て、同⼀の⼩学校内等で両事業を実施し、共働き家庭等の児童を含めた全ての児童が放課
後⼦供教室の活動プログラムに参加できる「⼀体型」での事業実施を推奨している。

【参考】「一体型」のメリット（平成26年８月11日「放課後子ども総合プランに関
する自治体担当者会議」資料より）
・「小１の壁」を打破するため、共働き家庭等の児童にとって安心・安全な居
場所

・次代を担う人材の育成のため、全ての児童が多様な体験・活動を行うことが
できる環境

・学校と児童クラブ・子供教室との密接な連携が可能

実施場所 児童の重複登録の可否

63%

37%

別々の運営主体

同一の運営主体

74%

26%

自由往来不可

自由往来可

n=154箇所

運営主体 児童の自由往来の可否

22%

78% 一体型
一体型以外

n=25,328箇所
n=154箇所 n=154箇所n=142箇所

【図２】児童クラブにおけ
る「一体型」実施箇所数

【図３】「一体型」の運営状況（令和元年５月１日現在）

出所：厚生労働省「平成30年放課
後児童健全育成事業の実施状況
（平成30年５月１日現在）」

82%

8%
10%

重複登録可

重複登録不可

一方は登録不要

この「⼀体型」は、近年徐々に増加している
とされるものの、事業全体からすれば少数にと
どまっている。【図２】

また、児童クラブ・⼦供教室の「⼀体型」の
運営状況を調査したところ、【図３】のとおり
運営主体（市町村、委託事業者等）は６割以上
が別である中、実施場所が別部屋であり、かつ
児童の⾃由往来を不可としているなど、「⼀体
型」といいながら、連携は不⼗分である。

中には、⼀部ではあれ、同部屋で実施する、
児童の⾃由往来を可能とするなど、児童のニー
ズを踏まえた連携を⾏っている 「⼀体型」も
存在することは事実である。

しかしながら、こうした形で⽐較的連携が図られている「⼀体型」も含め、
・両事業のそれぞれに児童を登録（重複登録）させているケースが太宗であり、かつ、運営費の交付⾦を精算する際に報告する利⽤児童数は各⽉の登録児童数を基に推計
したものであるため、重複登録をした児童が⼦供教室の⽀援のみを受けた場合などを含め、双⽅の交付⾦の算定対象となる（１．交付⾦の算定⽅法について 参照）
・両事業の交付申請等の⼿続きが必要であり、事務が煩雑である
など、類似事業を別々の事業として実施し続ける以上、予算執⾏や事務処理の⾯で不合理・⾮効率であることは否めない。

【今後の改善点・検討の⽅向性】（案）
○ 両事業を異なる事業として実施しているため、太宗では連携が図られておらず、児童のニーズに即した運⽤とはなっていない。
○ 両省は、事業を別個のものとして併存させつつ、事業実施において連携させる「⼀体型」を推奨しているが、その「⼀体型」は未だ全

体の２割程度に過ぎない。また、「⼀体型」であっても、６割以上は別々の運営主体が⾏っており、６割以上は別部屋で実施し⾃由な往
来は出来ない仕組みとなっている
など、児童の⽴場に⽴った事業の運営となっているとは考えにくい。

○ また、別々の事業として実施することについて、それぞれの事業について交付申請や審査、決定、⽀払⼿続きが必要となっており、ま
た、太宗が児童の重複登録を可能としているため、⼀⼈の児童が両事業において交付⾦の算定対象となっている

など、合理的・効率的な運営体制であるとは⾔い難い。
○ 児童のニーズを踏まえつつ、合理的・効率的な運営体制となるよう、別事業として併存させる在り⽅⾃体を⾒直すべきではないか。


